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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 27,044 25,384 21,470 18,615 17,443

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △153 △758 △1,300 432 473

当期純利益
又は当期純損失(△)

(百万円) △114 △395 741 △313 1,928

包括利益 (百万円) ― ― ― △318 1,926

純資産額 (百万円) 2,264 1,477 2,217 1,868 3,757

総資産額 (百万円) 19,542 18,154 17,307 15,713 15,973

１株当り純資産額 (円) 209.90 141.80 216.17 181.20 371.23

１株当り当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △10.96 △39.28 74.38 △31.42 193.36

潜在株式調整後
１株当り当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.3 7.8 12.5 11.5 23.2

自己資本利益率 (％) △4.70 △21.9 41.6 △15.8 70.0

株価収益率 (倍) ― ― 3.21 ― 1.08

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △428 △40 △1,273 185 760

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △708 1,368 4,507 21 2,051

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 173 △1,235 △1,539 △978 △2,752

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 1,213 1,305 2,999 2,228 2,287

従業員数 (名) 3,533 3,543 3,062 2,550 2,388

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。
２　第101期及び第102期ならびに第104期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損
失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第103期及び第105期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して
おりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 15,816 14,993 12,700 10,205 9,388

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) 0 △487 △1,335 66 449

当期純利益
又は当期純損失(△)

(百万円) 115 △242 815 △558 1,279

資本金 (百万円) 525 525 525 525 525

発行済株式総数 (株) 10,500,00010,500,00010,500,00010,500,00010,500,000

純資産額 (百万円) 3,266 2,690 3,489 2,895 4,140

総資産額 (百万円) 16,897 15,555 15,260 13,685 13,313

１株当り純資産額 (円) 311.85 269.81 349.93 290.33 415.25

１株当り配当額
(内１株当り中間配当額)

(円)
(円)

6
(3)

4.5
(3)

3
(1.5)

3
(1.5)

3
(1.5)

１株当り当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 10.98 △24.11 81.74 △56.02 128.27

潜在株式調整後
１株当り当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.3 17.3 22.9 21.2 31.1

自己資本利益率 (％) 3.43 △8.1 26.4 △17.5 36.3

株価収益率 (倍) 50.09 ― 2.92 ― 1.62

配当性向 (％) 54.64 ― 4.03 ― 2.34

従業員数 (名) 2,262 2,277 1,890 1,547 1,443

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第102期及び第104期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

３　第101期及び第103期ならびに第105期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２ 【沿革】

昭和14年９月 戦時企業統合令による企業合同により、同業12社を以って中野相互自動車株式会社を設
立、普通旅客自動車運送事業を開始。

昭和20年９月 第二次企業合同により同業16社を吸収合併、大和自動車交通株式会社に商号変更。

昭和24年５月 東京証券取引所に上場。

昭和24年６月 興産自動車株式会社(現・大和物産株式会社)を設立し、自動車用燃料・資材等の販売を
開始。(現・連結子会社)

昭和25年３月 戦後初の輸入新車50両の購入許可により、営業車両の全面的配置転換を実施し、ハイ
ヤー営業の基盤を確立した。

昭和28年３月 車両無線移動局の承認により無線による配車営業を開始。

昭和38年５月 日本橋大和ビル建設に伴い不動産賃貸及び管理事業に進出。

昭和38年10月 東京証券取引所市場第二部に移行。

昭和40年２月 大和自動車株式会社を設立。(現・連結子会社)

昭和41年10月 自動車整備部門を独立し、大和自動車整備株式会社を設立。

昭和41年10月 山梨鈴木シャタァ工業株式会社(現・大和工機株式会社)を設立し、金属製品製造業を開
始。(現・連結子会社)

昭和42年６月 自動車教習部門を独立し、株式会社大和自動車教習所を設立。(現・連結子会社)

昭和43年８月 株式会社スリーディ開発（現・株式会社スリーディ）を設立し、不動産部門を強化。(現
・連結子会社)

昭和47年９月 真和タクシー株式会社を買収し、大和交通株式会社に商号を変更（現・大和自動車王子
株式会社）。

昭和48年９月 住宅販売事業に進出。

昭和52年１月 本社ビル建替工事を行い新社屋完成。

昭和57年12月 小型タクシー43台を導入。

昭和59年12月 ハイヤー車に自動車電話を設置。

昭和60年８月 ワゴンタクシーが認可され営業車両数978台となる。

昭和62年11月 ブルーラインタクシー20台増車。

平成元年９月 乗合タクシー１台認可。

平成３年12月 保谷交通有限会社(現・大和交通保谷株式会社)を買収。(現・連結子会社)

平成５年６月 運行管理に関する代理業を開始。

平成５年６月 福祉タクシー１台認可。

平成８年２月 柏自動車株式会社(現・大和自動車王子株式会社)を買収。(現・連結子会社)

平成９年３月 ブルーラインタクシーより効率向上車両へ21台認可。

平成10年４月 警備業として「あんしんネットワーク」(緊急即時通報事業)サービスを開始。

平成12年３月 福祉タクシー１台増車により営業車両総数は992台となる。

平成13年２月 大和交通保谷有限会社を株式会社へ組織変更する。(現・大和交通保谷株式会社)

平成13年５月 羽田営業所を大田区に開設。

平成14年２月 期間限定車両28台全日稼動へ許可。

平成15年９月 王子営業所を北区に開設。

平成16年11月 羽田第一営業所を大田区に開設。

平成20年２月 テラス浦安を千葉県浦安市に開設。

平成20年５月 テラス銀座を東京都中央区に開設。

平成22年３月 本社を東京都江東区に移転。

平成23年５月 大和タクシー株式会社と大和交通株式会社が合併し、大和自動車王子株式会社（現・連
結子会社）に商号変更。

平成23年10月 中央無線タクシー協同組合加盟23社との業務提携契約を締結。

平成23年12月 テラス府中を東京都府中市に開設。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社８社、持分法適用関連会社１社及び持分法非適用関連会社１社で構成

され、旅客自動車運送事業、不動産事業、燃料・資材の販売事業を主な内容とし、更に各事業に関連する自動

車メーター機器の販売及び金属製品の製造販売等の事業活動を展開しております。

事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付け並びにセグメントとの関連は、次のとおりであ

ります。

なお、以下に示す区分は「第５ 経理の状況　１(1) 連結財務諸表　注記」に掲げるセグメント情報の区分

と同一であります。

　

区分 事業内容 主要な会社

旅客自動車運送事業

ハイヤー業、運行管理業 当社

タクシー業
当社、大和自動車㈱、大和自動車王子㈱、大和交通保
谷㈱

不動産事業
賃貸、売買、仲介、管理、
清掃業務等

当社、㈱スリーディ

販売事業

燃料・資材販売 大和物産㈱

金属製品製造販売 大和工機㈱

自動車メーターの販売・修理 日本自動車メーター㈱

　(注)大和交通㈱と大和タクシー㈱は、平成23年５月31日付で合併し、同日付にて大和自動車王子㈱に商号変更しており

ます。
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事業の系統図は次の通りであります。

　

　

(注)１　㈱大和自動車教習所は、平成22年１月31日付で閉鎖しており、系統図より除いております。

２　大和交通㈱と大和タクシー㈱は、平成23年５月31日付で合併し、同日付にて大和自動車王子㈱に商号

変更しております。

３　リムジンハイヤー㈱は、旅客自動車運送事業を平成23年４月８日付で事業譲渡しており、系統図より

除いております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

大和物産株式会社　(注)3 東京都江東区 30販売事業 100.0
燃料・資材の供給
当社より建物の賃貸
役員の兼任等…有

大和自動車株式会社(注)2、3 東京都江東区 54
旅客自動車
運送事業

100.0

タクシー業
当社より資金援助、建物の賃貸及び
債務保証
役員の兼任等…有

株式会社大和自動車教習所
(注)4

東京都小金井市 30 ― 100.0役員の兼任等…有

大和工機株式会社 山梨県笛吹市 45販売事業 100.0
営繕材料の製造販売
当社より債務保証
役員の兼任等…有

株式会社スリーディ 東京都中央区 30不動産事業 100.0
不動産の売買、賃貸、管理、清掃
当社より債務保証及び建物の賃貸
役員の兼任等…有

大和自動車王子株式会社(注)5 東京都北区 10
旅客自動車
運送事業

100.0

タクシー業
当社より資金援助、建物の賃貸及び
債務保証
役員の兼任等…有

大和交通保谷株式会社 東京都西東京市 10
旅客自動車
運送事業

100.0

タクシー業
当社より資金援助、建物の賃貸及び
債務保証
役員の兼任等…有

日本自動車メーター株式会社 東京都江東区 20販売事業 83.6

タクシーメーターの販売及び修理
当社より資金援助、建物の賃貸及び
債務保証
役員の兼任等…有

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

リムジンハイヤー株式会社(注)6東京都大田区 70 ― 28.6 ―

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を越える連結子会社の「主要な損益情報

等」は次のとおりであります。また、大和自動車㈱は記載のとおり債務超過となっております。
　

会社名
売上高
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額
(百万円)

大和物産㈱ 3,374 28 18 929 2,422

大和自動車㈱ 2,284 127 111 △529 445

４　平成22年１月31日付で閉鎖しております。

５　大和交通㈱と大和タクシー㈱が平成23年５月31日付で合併し、同日付にて商号変更しております。

６　旅客自動車運送事業を平成23年４月８日付で事業譲渡しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

旅客自動車運送事業 2,206

不動産事業 42

販売事業 114

全社(共通) 26

合計 2,388

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　「全社(共通)」は特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,443 55.8 10.6 3,505,902

　

セグメントの名称 従業員数(名)

旅客自動車運送事業 1,414

不動産事業 3

全社(共通) 26

合計 1,443

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社及び一部の連結子会社には、大和自動車交通労働組合が組織(組合員数1,728名)されており、全国

自動車交通労働組合連合会に属しております。また、連結子会社の一部(組合員数316名)は全国自動車交

通労働組合総連合会に属しております。

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復旧が進み、緩やかに持ち直してきました

が、長引く世界経済の低迷や原油価格の高騰、また円高状況により、依然として企業を取り巻く環境は厳し

い中で推移しました。

ハイヤー・タクシー業界におきましても、景気停滞により、法人及び個人の利用は減少し、厳しい環境の

もとにありました。このような情勢のもと、ハイヤー事業（平成24年３月末日現在214台）におきましては、

事業所の統廃合による合理化を進めた結果、銀座営業所と日比谷営業所の２営業所体制に整理・統合して

おります。

タクシー事業（平成24年３月末日現在747台）におきましては、事業所の統廃合による合理化を実施する

とともに、稼働率の向上に努め、収益向上のための各乗務員の特性を分析した個別チェックリストによる安

全順法運行及び営業指導を継続して実施しております。

また、当社は平成23年10月23日付で、中央無線タクシー協同組合加盟23社との業務提携契約を締結し、車

体の塗り替えなど準備の整った車両が、平成23年12月１日より当社の商標（マーク等）を使用して、運行を

開始しております（平成24年３月末日現在1,672台中1,062台）。この提携により、お客様の利便性、提携各

社の発展とタクシー事業の向上を目指してまいります。

当連結会計年度の売上高は17,443百万円と前年同期比6.3％の減収となり、不採算取引の解消、業務の効

率化等、経費面において人員削減とともに賃金基準の改定を実施し、人件費を含めた諸経費の削減により、

営業利益は747百万円（前年同期比7.8％減）、有利子負債の圧縮から支払利息は軽減し、経常利益は473百

万円（前年同期比9.4％増）となりました。

東京都小金井市の土地等の売却益2,157百万円に加え、連結子会社大和自動車王子㈱保有の土地売却益

463百万円を含む特別利益2,628百万円（前年同期比2,370百万円増）、固定資産減損損失201百万円などの

特別損失288百万円（前年同期比602百万円減）を計上した結果、当期純利益は1,928百万円（前年同期は当

期純損失313百万円）となりました。

　
セグメントの業績は、次の通りであります。

 

①旅客自動車運送事業

　旅客自動車運送事業では、ハイヤー売上高は当社「中期経営計画」推進による採算顧客への絞込みに

よる減収、タクシー売上高は減車により減収となりました。その結果、旅客自動車運送事業売上高は

12,820百万円（前年同期比9.6％減）となり、収益力強化と合理化を進め、営業利益は551百万円（前年

同期比6.8%減）となりました。

②不動産事業

　不動産事業では、不動産事業売上高は571百万円（前年同期比4.3％減）となり、十一屋ビル（中央区

銀座・平成23年３月）、テラス猿江（江東区猿江・平成23年７月）購入による賃貸売上高の増加もあ

りましたが、営業損失は5百万円（前年同期は営業利益44百万円）となりました。

③販売事業

　自動車燃料販売部門では、タクシー業界の減車等の影響を受け販売数量の減少から売上高は減少して

おりますが、人件費や諸経費の削減に努めるとともに、顧客へのきめ細かいサービスの提供を推進して

おります。金属製品製造販売部門は、生産効率向上効果とともに、ＩＳＯ9001を継続取得し製品の品質

向上を進めております。その結果、販売事業売上高は4,051百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益は

197百万円（前年同期比7.1％減）となりました。

　
(注) 売上高に消費税等は含まれておりません。 
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(2) キャッシュ・フローの状況

　　　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は2,287百
　　　万円となり、前連結会計年度末に比べ59百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状
　　　況とそれらの要因は次の通りであります。
　　（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　　当連結会計年度末において営業活動による資金の収入は760百万円（前年同期比575百万円増
　　　）となっております。その主たる要因は税金等調整前当期純利益が2,813百万円であったもの
　　　の、固定資産売却益が2,621百万円含まれていることによります。
　　（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　当連結会計年度末において投資活動による資金の収入は2,051百万円（前年同期比2,030百万
　　　円増）となっております。主たる要因は、固定資産の取得による支出が1,098百万円、投資有
　　　価証券の取得による支出が78百万円であったものの、固定資産の売却による収入が3,211百万
　　　円であったことによります。
　　（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　当連結会計年度末において財務活動による資金の支出は2,752百万円（前年同期比1,774百万
　　　円増）となっております。主たる要因は、長期借入による収入が595百万円あったものの、長
　　　期借入金の返済による支出が3,074百万円、リース債務の返済による支出が132百万円であった
　　　ことによります。

　
２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社及び連結子会社の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない事業

も多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

このため生産、受注及び販売の状況については、「１　業績等の概要」におけるセグメントの業績に関連

付けて示しております。

　
３ 【対処すべき課題】

(1)当社グループが対処すべき課題

　企業収益及び個人消費の回復の遅れ、原油価格の上昇、公共料金の値上げ等、先行きの見えないリスク

を含んでいるため、ハイヤー、タクシーへの法人及び個人需要の大幅な回復は期待できない厳しい状況

が続くと考えております。

　当社グループといたしましては、経常利益の継続と有利子負債を圧縮し、景気変動に影響されない経営

管理体制を確立してまいります。

　営業面では、採算重視の営業改革を推進し、売上に見合った原価構造を確立し、また、安全マネジメント

の遂行・法令遵守を推進し総合的な質の高い利用者サービスの向上に努めます。さらに、環境対策とし

てはグリーン経営の推進による環境貢献に努め、クリーン燃料であるＬＰガスの使用及び車両点検整備

体制を推進してまいります。なお、当社は安全輸送への努力と利用者のニーズに対応し、グループ内の全

事業所でグリーン経営認証（環境対応度評価制度）を維持しております。

　不動産事業におきましては、テナントの要望にそった施設の改善に努め、さらに不動産の有効活用を進

めます。

　販売事業といたしましては、ガソリン及びＬＰＧの市況は引続き厳しい状況が続いておりますが、事業

の効率化をより一層進めてまいります。

　当社グループの総力を挙げて、以上の諸施策を実施することにより、収支の改善、安定した企業基盤固

めを推進してまいります。

　
　　　(2)　株式会社の支配に関する基本方針

　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(会社法施行規則第

118条第３号に規定されるものをいい、以下、「基本方針」といいます。)並びに基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み(会社

法施行規則第118条第３号ロ(２))の一つとして、下記の通り、当社株券等の大規模買付行為に関する対

応策(以下、「本プラン」といいます。)を導入しております。
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「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策(買収防衛策)」

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊

重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主

共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。ま

た、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと

考えています。

　　　　　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることが

できない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるも

のや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な

決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

　　　　　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のた

めに、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えてい

ます。

　
Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み

　　　（1） 企業価値向上への取組み

　　　　　当社は、創業以来「和」の精神を企業理念として掲げ、旅客自動車運送事業を中心とした運営により社

会発展に貢献するという基本理念のもと、事業活動を行っております。

　　　 　旅客自動車運送事業におきましては、事業所の再配置大型化による営業拡大と効率化を進め、人件費を

含めた社内経費の節減による更なる収支改善を図ります。営業面では、ハイヤー部門は採算にあった

売上の向上と新規顧客の開拓を積極的に推進してまいります。タクシー部門は全タクシー車両に導

入した自動日報システム、デジタルタコメーター、事故発生時の動画データを活用し、安全輸送・事

故撲滅を推進し、さらにデジタル無線による顧客管理システムにより配車の効率化・省力化を進め、

総合的に利用者サービスの向上に努めます。また、環境対策としてはクリーン燃料であるＬＰガスの

使用及び車両点検整備体制を推進してまいります。

　　　　　不動産事業におきましては、テナントの要望にそった施設の改善に努めます。さらに、不動産の有効活用

を推進してまいります。 

　　　　　販売事業におきましては、ガソリン及びＬＰガスの市況は原油価格の高騰を受け引き続き厳しい状況が

続いておりますが、事業の効率化をより一層進めてまいります。さらに、顧客の新規開拓から販売数

量の増販や環境対策商品・省エネ商品の開拓等を推進し、社会環境に寄与いたします。

　　　　　以上の諸施策を実施するとともに、環境に配慮した「グリーン経営」を実現し、「環境にやさしい企

業」をめざしてさらなる安定した企業基盤固めを推進していくことで、様々なステークホルダーと

の良好な関係を維持・発展させ当社及び当社グループの企業価値ひいては株主共同利益の向上を

図ってまいります。

　
　　　（2） コーポレート・ガバナンスについて

　　　　　当社では、取締役会による戦略指導や経営の監視、監査役会による取締役の監査を中枢に置いたコーポ

レート・ガバナンスの体制を敷いております。

　　　　 当社では、取締役会を取締役５名で構成し、取締役会が経営上の重要事項の意思決定を行うとともに取

締役の職務執行を監督しております。

　　　　　また、取締役会において決定した業務執行を迅速かつ効率的に実行するために、執行役員制度を導入し、

毎週一度開催される部長会において稟議書等の事前チェックを行い、取締役会及び監査役会へ報告

しております。常務会は、業務執行上の重要案件の統制及び監視を行っております。経営委員会は毎

週一度開催され各部門からの報告に基づいて情報を共有し、各事業の進捗状況の確認、業務に関する

意思決定、リスクの認識及び対策についての検討を行い、事業活動に反映しております。
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　　　　　さらに、監査役は、取締役会へ出席し、業務及び財産の状況の確認を通じて、取締役の職務遂行を監査す

るとともに、監査役会は内部監査担当者及び監査法人と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、相互の

連携を深め、監査の有効性・効率性を高めております。

　
Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

　　　　　を防止するための取組み

Ⅰ 本プランの概要と目的

　　　　　当社取締役会は、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主

及び投資家の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為

を行おうとする者との交渉の機会を確保するために、本プランを継続することといたしました。

　　　　　本プランは、以下の通り、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定す

るとともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者

に損害が発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、

警告を行うものです。

　　　　　なお、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、

独立委員会規定に従い、当社社外取締役、当社社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営

者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行

を行う経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下、「独立委員会」といいます。）

の勧告を最大限尊重するとともに、株主及び投資家の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明

性を確保することとしています。

　　　　　また、平成24年３月末日現在における当社大株主の状況は、「第４　提出会社の状況　(7)　大株主の状

況」の通りであり、同時点において、当社役員及びその関係者等によって当社の発行済株式の２５．

４％が保有されております。ただし、世間一般で敵対的な買収に関する認識が高まり、それに対する

防衛的観点からの取り組みが進む中で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のある

買収提案に対して、全くの無防備では企業価値の向上の観点から好ましくないと考えられます。ま

た、当社は公開会社として、株主の皆様の自由な意思に基づく取引等により当社株券等が転々譲渡さ

れることは勿論のこと、現時点の当社の大株主の中には個人株主が含まれ、その各々の事情に基づき

今後当社の株券等を譲渡その他の処分をしていく可能性は否定できません。これらの事由に鑑みる

と、当社の発行する株式の流動性がさらに増し、今後当社及び当社の企業価値・株主共同の利益に反

する株券等の大規模な買付がなされる可能性が存するということができます。なお、当社は現時点に

おいて当社株券等の大規模買付行為に係る提案を受けているわけではありません。

　
２．本プランの内容

　　　(1) 本プランに係る手続き

　　　① 対象となる大規模買付行為

　　　　　本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株券等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社

取締役会が承認したものを除きます。当該行為を、以下、「大規模買付行為」といいます。）がなされ

る場合を適用対象とします。大規模買付行為を行い、又は行おうとする者（以下、「買付者等」とい

います。）は、予め本プランに定められる手続きに従わなければならないものとします。

(ⅰ)当社が発行者である株券等(注1)について、保有者(注2)の株券等保有割合(注3)が20％以上となる

買付け

(ⅱ)当社が発行者である株券等(注4)について、公開買付け(注5)に係る株券等の株券等所有割合(注6)

及びその特別関係者(注7)の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け
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(注）

１金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。以下別段の定めがない限り同じとします。なお、

本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含

みます。）があった場合には、本プランにおいて引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定

める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に

読み替えられるものとします。

２金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含

まれる者を含みます。

３金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。以下同じとします。

４金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。以下(ⅱ)において同じとします。

５金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。以下同じとします。

６金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。以下同じとします。

７金融商品取引法第27条の２第7項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる

者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条

第２項で定める者を除きます。以下同じとします。

　
② 意向表明書の当社への事前提出

　　　　　買付者等におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規

模買付行為に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下、

「意向表明書」といいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

　　　　　具体的には、意向表明書には、以下の事項を記載していただきます。

(ⅰ)買付者等の概要

　　　　(イ)氏名又は名称及び住所又は所在地

　　　　(ロ)代表者の役職及び氏名

　　　　(ハ)会社等の目的及び事業の内容

　　　　(ニ)大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）の概要

　　　　(ホ)国内連絡先

　　　　(ヘ)設立準拠法

(ⅱ)買付者等が現に保有する当社の株券等の数及び意向表明書提出前60日間における買付者等の当社

の株券等の取引状況

(ⅲ)買付者等が提案する大規模買付け等の概要（買付者等が大規模買付け等により取得を予定する当

社の株券等の種類及び数、並びに大規模買付け等の目的（支配権取得若しくは経営参加、純投資若

しくは政策投資、大規模買付け等の後の当社の株券等の第三者への譲渡等、又は重要提案行為等

(注8)その他の目的がある場合には、その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを

記載していただきます。）を含みます。）

　
(注）

８金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等

の大量保有の状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいいます。以

下別段の定めがない限り同じとします。
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③ 本必要情報の提供

　　　　　上記②の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、以下の手順に従い、当

社に対して、大規模買付け等に対する株主及び投資家の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報

（以下、「本必要情報」といいます。）を提供していただきます。

　　　　　まず、当社は、買付者等に対して、意向表明書を提出していただいた日から10営業日(注9)（初日不算

入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した情報リストを上記②(ⅰ)(ホ)の国内連絡先

に発送いたしますので、買付者等には、情報リストに従って十分な情報を当社に提出していただきま

す。

　　　　　また、情報リストに従い買付者等から提供された情報では、大規模買付け等の内容及び態様等に照らし

て、株主の皆様のご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社取締役会が

合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を買付者等から提供していた

だきます。

　　　　　なお、大規模買付け等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として情報リ

ストの一部に含まれるものとします。

(ⅰ)買付者等及びそのグループ（共同保有者(注10)、特別関係者及びファンドの場合は各組合員その

他の構成員を含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏名及

び職歴等を含みます。）

(ⅱ)大規模買付行為の目的（意向表明書において開示していただいた目的の詳細）、方法及び内容

（経営参画の意思の有無、大規模買付行為の対価の種類及び金額、大規模買付行為の時期、関連す

る取引の仕組み、買付予定の株券等の数及び買付け等を行った後における株券等所有割合、大規模

買付行為の方法の適法性を含みます。）

(ⅲ)大規模買付行為の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模

買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の

意見を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定

するに至った経緯を含みます。）

(ⅳ)大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達

方法及び関連する取引の内容を含みます。）

(ⅴ)大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場合はその

内容及び当該第三者の概要

(ⅵ)買付者等が既に保有する当社の株券等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その他

の重要な契約又は取決め（以下、「担保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種類、

契約の相手方及び契約の対象となっている株券等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

(ⅶ)買付者等が大規模買付行為において取得を予定する当社の株券等に関し担保契約等の締結その他

第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対

象となっている株券等の数量等の当該合意の具体的内容

(ⅷ)大規模買付行為の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

(ⅸ)大規模買付行為の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客及び地域社会その他の当社に

係る利害関係者の処遇等の方針
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(ⅹ)当社の他の株主との間に利益相反が生じる場合には、それを回避するための具体的方策

　　　　　なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付行為の提案がなされた事実については適切に開示し、そ

の概要及び本必要情報の概要その他の情報のうち株主及び投資家の皆様のご判断に必要であると認

められる情報がある場合には、速やかに開示いたします。

　　　　　また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を

買付者等に通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨を開示

いたします。

　
(注）

9．営業日とは、行政機関の休日に関する法律第1条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下同

じとします。

10．金融商品取引法第27条の23第5項に定義される共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者

とみなされると当社取締役会が認めた者を含みます。以下同じとします。

　

④ 取締役会評価期間の設定等

　　　　　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付行為の評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)

又は(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替

案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。

(ⅰ)対価を現金（円価）のみとする当社全株券等を対象とした公開買付けの場合には最大60日間

(ⅱ)その他の大規模買付行為の場合には最大90日間

　　　　　　ただし、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は取締役会が必要と認める場合には延長で

きるものとし、その場合は、具体的延長期間及び当該延長期間が必要とされる理由を買付者等に通

知すると共に株主及び投資家の皆様に開示いたします。また、延長の期間は最大30日間とします。

　
　　　　　　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買

付者等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の観点から、買付者等による大規模買付行為の内容の検討等を行うものとします。当社取

締役会は、これらの検討等を通じて、大規模買付行為に関する当社取締役会としての意見を慎重に

とりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示いたしま

す。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付行為に関する条件・方法について交渉し、更

に、当社取締役会として、株主及び投資家の皆様に代替案を提示することもあります。

　
⑤ 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

　　　　　独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替

案立案と並行して、以下の手続きに従い、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非又は株主意思

を確認すべき旨の勧告を行うものとします。その際、独立委員会の判断が当社の企業価値・株主共同

の利益の確保・向上に資するようになされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、

当社の業務執行を行う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アド

バイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることがで

きるものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対して以下の(ⅰ)ないし(ⅱ)に定める勧告を

した場合には、当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要その他当社取締役会が適切と判断する事

項について、速やかに情報開示いたします。
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(ⅰ) 買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合

　　　　　　独立委員会は、買付者等が上記②から④までに規定する手続きを遵守しなかった場合、原則として、当

社取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。

　

(ⅱ) 買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認め

られる場合

　　　　　　独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守した場合には、原則として、当社取締役会に

対して対抗措置の不発動を勧告します。

　ただし、本プランに規定する手続が遵守されている場合であっても、当社の企業価値・株主共同

の利益を著しく損なうと認められる類型に該当すると判断され、当該大規模買付行為が当社の企

業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合には、当社取締役会に対し

て、対抗措置の内容及びその発動の賛否に関し、株主の意思を確認すべき旨を勧告するものとしま

す。

　
⑥ 株主意思の確認

　　　　　独立委員会が、上記⑤(ⅱ)に従い、対抗措置の内容及びその発動の賛否に関し、株主の意思を確認すべき

旨を当社取締役会に勧告した場合、当社取締役会は、株主意思の確認手続きとして、株主意思確認総

会における株主投票、又は書面投票のいずれかを選択し実施するものとします。株主意思確認総会

は、定時株主総会又は臨時株主総会とあわせて開催する場合もあります。

　　　　　株主意思の確認を行う場合は、当社取締役会は、速やかに、投票権を行使できる株主を確定するための基

準日（以下、「投票基準日」といいます。）を定めます。株主意思の確認手続きにおいて投票権を行

使することができる株主は、投票基準日の最終の株主名簿に記録された株主とし、投票権は議決権１

個につき１個とします。投票基準日は、取締役会評価期間が満了した後、関係法令及び証券保管振替

機構による実質株主確定に必要な日数から導き出される最も早い日とし、公告は投票基準日の2週間

前までに行うものとします。

　　　　　当社取締役会は、投票基準日確定までに、株主意思確認総会又は書面投票のいずれによって株主意思の

確認を行うのかを決定するものとし、決定内容を速やかに情報開示いたします。株主意思確認総会に

おける投票の場合、総株主の投票権の３分の１以上を有する株主が出席し、その投票権の過半数を

もって賛否を決するものとします。書面投票による場合、総株主の投票権の３分の１以上を有する株

主が投票を行い、その投票権の過半数をもって賛否を決するものとします。

　　　　　また、当社取締役会は、株主意思確認総会又は書面投票を実施した場合には、投票結果その他当社取締役

会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。

　
⑦ 取締役会の決議

　　　　　当社取締役会は、⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重し、又は⑥に定める株主意思確認総会又は

書面投票の決定に従って、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに

対抗措置の発動又は不発動の決議を行うものとします。

　　　　　当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを

問わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会及び独立委員会が適切と判断する事項につい

て、情報開示を行います。

　
⑧ 対抗措置の中止又は発動の停止

　　　　　当社取締役会が上記⑦の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、(ⅰ)買付者

等が大規模買付行為を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実

関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置

の発動が相当でないと認められる状況に至った場合には、当社取締役会は、対抗措置の中止又は発動

の停止を行うものとします。
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　　　　　当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断す

る事項について、情報開示を行います。

　
⑨大規模買付行為の開始

　　　　　買付者等は、上記①から⑦に規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発動又

は不発動の決議がなされるまでは大規模買付行為を開始することはできないものとします。

　

(2) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

　　　　　　当社取締役会が上記(1)⑦に記載の決議に基づき発動する対抗措置の一つとしては、新株予約権（以

下、「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを行うことを想定しています。ただし、会社法そ

の他の法令及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが相当と判断される場

合には当該その他の対抗措置を用いることもあります。

 　当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、上記(1)⑧に記載の通り、

対抗措置の中止又は発動の停止を決定することがあります。例えば、対抗措置として当社取締役

会が本新株予約権の無償割当てを決議した場合において、買付者等が大規模買付行為を中止し、

当社取締役会が上記(1)⑧に記載の決議を行った場合には、本新株予約権の無償割当てについて

設定した基準日に係る権利落ち日の前日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、本

新株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株予約権の行使期間の開始日の前日までにおい

ては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法で、対抗措置の発動を停止することができる

ものとします。 

　
(3) 本プランの有効期間、廃止及び変更

　　　  　本プランの有効期間は、平成26年6月開催予定の定時株主総会終結の時までの3年間とします。

　　　　　ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議が

なされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、

当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた

場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

　　　　　なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又は

これらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立

委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

　　　　　当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変

更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を行います。

　
３．本プランの合理性

(1)買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

　　　　　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保

又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・

向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価

値研究会が平成20年6月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の

内容を踏まえております。
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(2)当社の企業価値・株主共同1の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

　　　　　本プランは、上記１．に記載の通り、当社株券等に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買

付行為に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するた

めに必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とするこ

とにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって継続されるも

のです。

　
(3) 株主意思を重視するものであること

　　　　　本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付行為がなされた場合に

独立委員会が対抗措置の発動を勧告する場合、及び独立委員会が対抗措置の不発動を勧告する場合

を除き、買付者等による大規模買付行為に対する対抗措置発動の是非について株主の皆様のご意思

を直接確認するものです。

　　　　　また、本プランは、当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プラン

も当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまして、本プランの継続、変更及び廃止

には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。

　

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　　　　　本プランにおいては、大規模買付行為への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排し、取

締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置しており

ます。

　　　　　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社社外取締役、当社社外監査役又は社

外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれ

らに準じる者）から選任される委員３名以上により構成されます。

　　　　　また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示を行うこ

ととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを

確保しています。

　

(5) 合理的な客観的発動要件の設定

　　　　本プランは、上記２．(1)に記載の通り、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保してい

ます。

　

(6) デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

　　　　　上記２．(3)に記載の通り、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ

り、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収

防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではあ

りません。

　　　　　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構

成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）

でもありません。
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４．株主及び投資家の皆様への影響

　　　(1)本プランの継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

　　　　　本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその継続時に株主

の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは

ありません。

　　　　　なお、前述の２．(1)に記載の通り、買付者等が本プランを遵守するか否か等により当該大規模買付行為

に対する当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、買付者等の動

向にご注意下さい。

　
(2)本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

　　　　　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定める割当

て期日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式1株につき本新株予約権

２個を上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株

予約権の無償割当て時においても、株主の皆様が保有する当社株式1株当たりの経済的価値の希釈化

は生じるものの保有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、また当社株式1株当たりの議

決権の希釈化は生じないことから、株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に

対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

　　　　　ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利又は経済的利益に何

らかの影響が生じる場合があります。

　　　　　なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても、上記２．(1)⑧に記載

の手続き等に従い当社取締役会が発動した対抗措置の中止又は発動の停止を決定した場合には、当

社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受ける

べき株主が確定した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し本新株予約権を無償取得し

て新株を交付しない場合には、株主の皆様が保有する当社株式1株当たりの経済的価値の希釈化は生

じないことになるため、当社株式1株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を

行った株主及び投資家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意下さい。

　　　　　また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使又は取得に際して、買

付者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、買付者

等以外の株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を

与えることは想定しておりません。

　

(3)本新株予約権の無償割当てに伴う株主の皆様の手続き

　　　　本新株予約権の無償割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、新株予約権の無償

割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。

　　　　また、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株予約権を行使していただく必要が生じ

る可能性があります。（その際には一定の金銭の払込みを行っていただきます。）

　

　        以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法等の詳細については、本新株予約権

の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その手続きの詳細に関して、適用

ある法令及び金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示又は通知を行いますので当該開示

又は通知の内容をご確認下さい。

以　上
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

(1) 一般的なリスク

当社は、国際・国内情勢の変化にともなう景気変動や物価変動等の事業上のリスクにさらされており、
それらリスクにより業績が左右されるおそれがあります。

(2) 当社グループの事業の構成比について

また、当社グループにおいて、旅客自動車運送事業がグループ全体の売上高に占める割合は約73％であ
り、その大半を同事業に依存しております。これらの事業を営む会社につきましては、道路運送法、その他
関連法令等により事業内容が規定されており、それらの関連法令の改正により業績が左右されることが
あります。

(3) 労働力確保のリスク

旅客自動車運送事業においては、サービスの提供に乗務員の確保が不可欠であり、紹介制度の充実、労
働環境の整備・改善を通じて良質な乗務員の確保に努めております。乗務員確保の状況によっては業績
が左右されることがあります。

(4) 事故のリスク

旅客自動車運送事業においては、交通事故による賠償費が発生するリスクがあります。当社グループに
おいては、所属全車につき賠償保険及び任意保険に加入し、事故関連費用の平坦化をはかるとともに、全
社を挙げて安全運転、法令遵守を励行し、交通事故の防止に努めております。

(5) 退職給付発生のリスク

旅客自動車運送事業においては、従業員の平均年齢が高いことなどにより、退職者が多く発生し、一時
に退職給付費用が発生するリスクがあります。当社グループにおいては、労働環境の整備・改善を通じて
定着率の向上に努めております。

(6) 資金調達に係る財務制限条項について

  当社の資金調達に係るシンジケートローン契約には、財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し
期限の利益喪失請求が行われた場合には、資金繰りの悪化により当社及び当社グループの将来の成長、業
績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。当該条項は、有利子負債残高及び経常利益に係る条項
であります。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成23年10月14日開催の取締役会において、中央無線タクシー協同組合加盟各社との業務提携契

約について決議を行い、平成23年10月23日付けで業務提携契約を締結しております。

(1) 契約の目的

中央無線タクシー協同組合と提携することにより、顧客の利便、各社の発展とタクシー事業の発展を目指

すことを目的とし、タクシー業務の提携を行うものであります。

(2) 契約の主な内容

中央無線タクシー協同組合加盟各社が所有しているタクシー車両が当社の商標（マーク等）を使用し、

旅客の運行を行うものであります。

　
　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

当社グループは、景気停滞により法人及び個人の利用が減少する厳しい環境のなか、安全輸送への努

力と多様化する利用者のニーズに対応し、グループ内の主要タクシー事業所がAAランクの格付け（事

業者評価制度）およびグループ内の全事業所でグリーン経営認証（環境対応度評価制度）を維持し、

ワゴンタクシー、福祉タクシー、生活支援サービス等に加えグレードの高い黒塗りタクシーへの転換や

デジタル無線の導入、デビット・クレジットカード決済機に加え、電子マネー決済機の搭載等、輸送メ

ニューの多様化と効率化をはかってまいりました。

旅客自動車運送事業においては、ハイヤー売上高は当社「中期経営計画」推進による採算顧客への

絞込みによる減収、タクシー売上高は減車により減収となりました。その結果、旅客自動車運送事業売

上高は12,820百万円（前年同期比9.6％減）となり、収益力強化と合理化を進め、営業利益は551百万円

（前年同期比6.8%減）となっております。

不動産事業においては、不動産事業売上高は571百万円（前年同期比4.3％減）となり、十一屋ビル

（中央区銀座・平成23年３月）、テラス猿江（江東区猿江・平成23年７月）購入による賃貸売上高の

増加もありましたが、営業損失は5百万円（前年同期は営業利益44百万円）となっております。

販売事業においては、自動車燃料販売部門では、タクシー業界の減車等の影響を受け販売数量の減少

から売上高は減少しておりますが、人件費や諸経費の削減に努めるとともに、顧客へのきめ細かいサー

ビスの提供を推進しております。

　金属製品製造販売部門は、生産効率向上効果とともに、ＩＳＯ9001を継続取得し製品の品質向上を進

めております。

　その結果、販売事業売上高は4,051百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益は197百万円（前年同期比

7.1％減）となっております。

東京都小金井市の土地等の売却益2,157百万円に加え、連結子会社大和自動車王子㈱保有の土地売却

益463百万円を含む特別利益2,628百万円（前年同期比2,370百万円増）、固定資産減損損失201百万円

などの特別損失288百万円（前年同期比602百万円減）を計上し、税金等調整前当期純利益は2,813百万

円（前年同期は税金等調整前当期純損失200百万円）となり、これに税金等を調整した結果、当期純利

益は1,928百万円（前年同期は当期純損失313百万円）となっております。

　

（2）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

①資産、負債及び純資産の状況
　（イ）資産
　　　　当連結会計年度末の総資産は15,973百万円となり、前連結会計年度末に比べ260百万円の　
　　　　増加となりました。これは受取手形及び売掛金が174百万円増加したことなどにより流動
　　　　資産が197百万円増加したことなどによるものであります。
　（ロ）負債
　　　　負債は前連結会計年度末に比べ流動負債が3,083百万円増加、固定負債が4,711百万円減少
　　　　したことにより、負債合計は12,216百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,627百万円
　　　　の減少となりました。これは短期借入金が2,577百万円増加したものの、長期借入金が
　　　　5,193百万円減少したことによるものであります。
　（ハ）純資産
　　　　純資産は当期純利益1,928百万円を計上した影響から、前連結会計年度末に比べ1,888百万
　　　　円増加の3,757百万円となりました。
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　②キャッシュ・フローの状況

　　　　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は2,287百

　　　万円となり、前連結会計年度末に比べ59百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状

　　　況とそれらの要因は次の通りであります。

　　（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当連結会計年度末において営業活動による資金の収入は760百万円（前年同期比575百万円増

　　　）となっております。その主たる要因は税金等調整前当期純利益が2,813百万円であったもの

　　　の、固定資産売却益が2,621百万円含まれていることによります。

　　（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当連結会計年度末において投資活動による資金の収入は2,051百万円（前年同期比2,030百万

　　　円増）となっております。主たる要因は、固定資産の取得による支出が1,098百万円、投資有

　　　価証券の取得による支出が78百万円であったものの、固定資産の売却による収入が3,211百万

　　　円であったことによります。

　　（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当連結会計年度末において財務活動による資金の支出は2,752百万円（前年同期比1,774百万

　　　円増）となっております。主たる要因は、長期借入による収入が595百万円あったものの、長

　　　期借入金の返済による支出が3,074百万円、リース債務の返済による支出が132百万円であった

　　　ことによります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社及び連結子会社では、全社一体となって諸施設の合理的な活用を基本としており、これに従い当連結

会計年度においては文京区後楽に中古賃貸ビルの建物購入等1,612百万円の設備投資を行っております。

旅客自動車運送事業においては504百万円、不動産事業においては中古賃貸ビル購入など1,058百万円、販

売事業においては、通常の維持管理を中心に49百万円の設備投資を行っております。

また、当連結会計年度において、財政状態の建直しを目的として所有資産の再編成を行い、次の主要な資

産を売却いたしました。

会社名
所在地 セグメントの名称 資産の内容 売却時期

前期末

帳簿価額

（百万円）事業所名

大和自動車交通㈱ 東京都

小金井市
- 土地　11,200.98㎡平成23年４月 654

　

㈱大和自動車教習所

 
東京都

小金井市
- 土地　2,059.42㎡平成23年４月 19

大和自動車王子㈱ 東京都

練馬区

旅客自動車

運送事業
土地　1,189.93㎡平成23年12月 79

大和自動車王子㈱ 東京都

練馬区

旅客自動車

運送事業
土地　330.57㎡ 平成24年３月 101

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
車両
(百万円)

建物及び
構築物
(百万円)

機械及び
什器備品
(百万円)

土地
(百万円)

リース資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

従業
員数
(名)

銀座営業所他
各営業所
(注)※３
(東京都中央区、
千代田区、江東区
他)

旅客自動車
運送事業

その他設備 24 282 10
1,320

(5,317.71)
316 5 1,9601,414

中央大和ビル他
各賃貸施設
(東京都中央区、
江東区、板橋区、
北区他)

不動産事業 その他設備 - 2,999 31
3,453

(15,268.68)
56 118 6,6603

すいらん荘
保養所施設
(静岡県熱海市)

全社的管理 その他設備 - 0 0
31

(784.99)- 0 31 -

本社
(東京都江東区)

全社的管理 その他設備 3 230 12
171

(466.33)
119 20 556 26

(注) １　上記中のうち「その他」は、無形固定資産及び建設仮勘定の合計であります。

２　上記中、土地欄の(　)内は面積（㎡）であります。

※３　建物及び構築物の一部を賃借しております。年間賃借料は82百万円であります。

４　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
資産の種類 台数 リース期間

年間リース料

(百万円)

リース契約残高

(百万円)

銀座営業所他
各営業所
(東京都中央区、
千代田区、江東区
他)

旅客自動車
運送事業

車両 421 5～7年間 212 227
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(2) 国内子会社

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称

設備の

内容

車両

(百万円)

建物及び

構築物

(百万円)

機械及び

什器備品

(百万円)

土地

(百万円)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

従業

員数

(名)

大和物産㈱

(注)※３

清澄スタンド他

各事業所

(東京都江東区、

世田谷区、墨田区)

販売事業
その他

設備
0 127 5

1,249

(4,216.65)
18 0 1,40335

大和自動車㈱
本社営業所

(東京都江東区)

旅客自動車

運送事業

その他

設備
0 0 3

136

（4,000.0)
133 0 275395

㈱大和自動車

教習所

本社営業所

(東京都小金井市)
-

その他

設備
- - -

53

(231.40)
- - 53 -

大和工機㈱
本社営業所

(山梨県笛吹市)
販売事業

その他

設備
0 108 22

403

(8,597.92)
- 0 534 72

大和自動車

王子㈱

本社営業所

(東京都北区)

旅客自動車

運送事業

その他

設備
- 0 2 - 100 0 103318

大和交通保谷㈱
本社営業所

(東京都西東京市)

旅客自動車

運送事業

その他

設備
0 123 13 - 26 0 164 79

(注) １　上記中のうち「その他」は、無形固定資産及び建設仮勘定の合計であります。

２　上記中、土地欄の(　)内は面積（㎡）であります。

※３　建物及び構築物の一部を賃借しております。年間賃借料は５百万円であります。

４　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

　

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
資産の種類 台数 リース期間

年間リース料

(百万円)

リース契約残高

(百万円)

大和自動車㈱
本社営業所
(東京都江東区)

旅客自動車
運送事業

車両 102 5年間 4 4

大和工機㈱
本社営業所
(山梨県笛吹市)

販売事業

車両 2 4年間 1 0

機械器具 10 5～8年間 19 48

大和自動車王子㈱
本社営業所
(東京都北区)

旅客自動車
運送事業

車両 55 5年間 1 1

大和交通保谷㈱
本社営業所
(東京都西東京市)

旅客自動車
運送事業

車両 10 5年間 0 0
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社及び連結子会社の設備投資は賃貸ビルの改修工事を中心に計画しております。なお、設備計画は原則的

に連結子会社が個別に策定しておりますが、提出会社を中心に調整を図っております。

　当連結会計年度末における賃貸ビル等の施設の改修における投資予定金額は416百万円であります。その所

要資金は自己資金416百万円より充当する予定であります。

 

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名　事業所名 所在地
セグメントの
名称

設備の内
容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力

総額 既支払額
着手 完了

(百万円) (百万円)

大和自動車交通㈱
東京都
江東区

旅客自動車
運送事業

その他の
設備

3 - 自己資金
平成24年
４月

平成25年
３月

―江東営業所

　

大和自動車交通㈱
東京都
北区他

不動産事業
その他の
設備

81 - 自己資金
平成24年
４月

平成25年
３月

―王子ビル他

各賃貸施設

大和自動車交通㈱
東京都
板橋区

同上
店舗
マンショ
ン

332 123自己資金
平成24年
１月

平成24年
11月

―テラス板橋

（仮称）

　
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　
　
　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,500,00010,500,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数：1,000株
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 10,500,00010,500,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

昭和52年９月30日(注)3,500,00010,500,000 175 525 1 2

(注)　株主割当　１：0.5

　発行価格　　50円

　資本組入額　50円
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(6) 【所有者別状況】

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

- 11 5 30 1 - 583 630 ―

所有株式数
(単元)

- 2,788 8 1,820 2 - 5,83310,45149,000

所有株式数
の割合(％)

- 26.68 0.08 17.41 0.02 - 55.81 100 ―

(注)　自己株式529,205株は、「個人その他」に529単元、「単元未満株式の状況」に205株含まれております。なお、株主

名簿等記載上の株式数と期末現在の実質所有株式数とは同一であります。

　

(7) 【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新倉　能文 東京都杉並区 1,510 14.38

太陽生命保険株式会社
東京都港区海岸１-２-３汐留芝離宮ビルディ

ング
750 7.14

吉田　満 東京都中野区 632 6.02

第一生命保険株式会社

東京都中央区晴海１-８-12晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

(常代)資産管理サービス信託銀行株式会社

550 5.23

株式会社関西アーバン銀行 大阪府大阪市中央区西心斎橋1-2-4 448 4.26

株式会社ＥＩＧＥＮＶＥＣ 兵庫県神戸市中央区大日通1-2-18 343 3.26

東都自動車株式会社 東京都豊島区西池袋5-13-13 295 2.80

株式会社リード 愛知県春日井市八幡町72-11 289 2.75

安田　一 大阪府枚方市 276 2.62

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 260 2.47

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 260 2.47

計 ― 5,613 53.46

　(注)　上記のほか、当社所有の自己株式529千株（5.04%）があります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式普通株式 529,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,922,000
9,922 同上

単元未満株式
普通株式

49,000
― 同上

発行済株式総数 10,500,000― ―

総株主の議決権 ― 9,922 ―

　
② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大和自動車交通株式会社

江東区猿江2―16―31 529,000― 529,000 5.04

計 ― 529,000― 529,000 5.04

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　

会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区　　　分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,022 177,210

当期間における取得自己株式 - -

（注）当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
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区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

- - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

- - - -

その他 - - - -

保有自己株式数 529,205 ― 529,205 ―

（注）当期間における保有自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含めておりません。

　

３ 【配当政策】

当社は、株主に対し安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本としており、企業体質の改善、経営基

盤の強化をはかりながら業績に裏づけられた成果の配分を実施したいと考えております。従って利益配分

の基本方針として配当は業績に応じて決定することを原則といたしております。

　当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議をもって中間配当を行うことができる旨を

定款に定めております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、中間配当金１株あたり1.5円、期末配当金１株あたり1.5円と

し、年間３円としております。

　

　（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) 1株当たり配当額(円)

平成23年11月11日

取締役会
14 1.5

平成24年6月28日

定時株主総会
14 1.5
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 819 570 300 245 224

最低(円) 440 200 169 154 140

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第２部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
10月

11月 12月
平成24年
１月

２月 ３月

最高(円) 150 150 158 180 224 217

最低(円) 145 140 146 158 179 194

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第２部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社　　長

管理本部長 新　倉　能　文 昭和29年１月９日生

昭和51年４月 太陽生命保険相互会社入社

H23.6
から
H25.6

1,510

昭和58年４月 当社入社

平成元年６月 当社取締役就任

平成13年６月 当社常務取締役就任

平成17年６月 当社専務取締役就任

平成19年６月 当社代表取締役社長就任（現）

専務取締役 営業本部長 前　島　忻　治 昭和21年１月２日生

昭和44年４月 さくら銀行入社

H23.6
から
H25.6

30

平成７年11月 当社入社

平成７年11月 当社関連事業部次長

平成９年６月 当社取締役就任

平成17年６月 当社常務取締役就任

平成19年６月 当社専務取締役就任（現）

常務取締役
安全管理
本部長
労務本部長

宮　野　隆　幸 昭和21年12月25日生

昭和44年３月 当社入社

H23.6
から
H25.6

22

平成６年８月 当社人事課長

平成10年12月 当社総務部次長

平成11年６月 当社取締役就任

平成17年６月 当社常務取締役就任(現)

取締役 　 土　屋　　　弘 昭和19年10月３日生

昭和42年３月

平成７年６月

平成13年６月

平成16年６月

平成19年６月

平成24年６月

当社入社

大和物産株式会社取締役

大和物産株式会社常務取締役

大和物産株式会社専務取締役

大和物産株式会社取締役社長

当社取締役就任(現)

H24.6
から
H26.6

2

取締役 　 大　泉　光　一 昭和33年8月18日生

昭和57年４月 第一生命保険相互会社入社（現第

一生命保険株式会社）

H23.6
から
H25.6

0

平成12年４月 第一生命情報システム株式会社　　

　出向　ＤＬプロジェクトグループ

長

平成14年４月 第一生命情報システム株式会社保

険システム本部長

平成15年６月 第一生命情報システム株式会社取

締役　保険システム本部長

平成17年４月 第一生命情報システム株式会社常

務取締役　保険システム本部長

平成19年４月 第一生命情報システム株式会社常

務取締役

平成20年４月 第一生命情報システム株式会社常

務執行役員

平成21年４月 第一生命情報システム株式会社取

締役常務執行役員

平成22年４月 第一生命情報システム株式会社取

締役常務執行役員　経営企画部長

平成23年６月 当社取締役就任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役
常勤

　 大　野　保　明 昭和16年３月16日生

昭和40年３月

平成13年３月

平成14年６月

当社入社

当社経理部長

当社取締役
H24.6
から
H28.6

63平成17年６月 大和交通株式会社（現大和自動車

王子株式会社）専務取締役

平成23年６月 大和工機株式会社監査役

平成24年６月 当社監査役就任(現)

監査役 　 朝　倉　正　巳 昭和28年５月15日生

昭和52年４月 太陽生命保険相互会社入社

H21.6
から
H25.6

0

平成13年７月 太陽生命保険相互会社取締役

平成15年６月 太陽生命保険株式会社常務取締役

平成18年６月 太陽生命保険株式会社取締役常務

執行役員

平成20年10月 太陽信用保証株式会社代表取締役

社長

平成21年６月 当社監査役就任(現)

平成22年６月 太陽信用保証株式会社代表取締役

社長退任

平成22年６月 Ｔ＆Ｄリース株式会社代表取締役

社長

監査役 　 鐵　　　義　正 昭和23年12月23日生

昭和51年１月

昭和56年８月

昭和62年５月

平成９年８月

平成23年６月

平成24年６月

監査法人第一監査事務所（現新日

本有限責任監査法人）入所

公認会計士開業登録

センチュリー監査法人（現新日本

有限責任監査法人）社員

センチュリー監査法人（現新日本

有限責任監査法人）代表社員

新日本有限責任監査法人代表社員

退任

当社監査役就任(現)

H24.6
から
H28.6

0

　 1,627

　(注) １　取締役 大泉光一氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。
　　 ２　監査役 朝倉正巳氏及び鐵義正氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３　当社では取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と業務執行機能を明確に区
分し経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。

　執行役員は７名で、社長・管理本部長　新倉能文、専務・営業本部長　前島忻治、常務・安全管理本部長及び労務本
部長　宮野隆幸、総務部長及び労務部長　斉藤康典、関連事業部長　黒崎博次、ハイヤー部長　石塚重勝、経理部長　
加藤雄二郎で構成されております。

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

イ　企業統治の体制とその体制を採用する理由
当社では、コーポレート・ガバナンスへの積極的な取り組みを通じて、継続的な企業価値の向上
を果たすことが経営上の重要課題であると認識しております。今後も、効率的な業務執行及び監視
体制の構築、コンプライアンスの強化、経営の透明性の確保に向けて、コーポレート・ガバナンス
の構築を図り、必要な施策を実施していく所存でございます。

ロ　内部統制システムの整備の状況
当社では、取締役会を取締役５名で構成し、年16回以上開催しております。取締役会が経営上の
重要事項の意思決定を行うとともに取締役の職務執行を監督しております。
　また、取締役会において決定した業務執行を迅速かつ効率的に実行するために、執行役員制度を
導入し、執行役員間において稟議書等の事前チェックを行い、取締役会及び監査役会へ報告してお
ります。常務会は、業務執行上の重要案件の統制及び監視を行っております。執行役員からなる経
営委員会は毎週一度開催され、管理職が行っている従業員の統制を経営委員会において統制及び
監視するとともに、各部門からの報告に基づいて情報を共有し、各事業の進捗状況の確認、業務に
関する意思決定、リスクの認識及び対策についての検討を行い、事業活動に反映しております。
　さらに、監査役は、取締役会へ出席し、業務及び財産の状況の確認を通じて、取締役の職務遂行を
監査するとともに、監査役会は内部監査担当者及び監査法人と緊密な連携を保ち、情報交換を行
い、相互の連携を深め、監査の有効性・効率性を高めております。 
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ハ　リスク管理体制の整備状況

○取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業倫理を果たすため、企

業行動憲章並びに企業行動基準を定め、それを全取締役及び監査役に周知徹底させております。

○取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、監査の実効性を確保するため、取締役会等の議事録、稟議決裁書、その他その職務の

執行に係わる情報を適切に保存・管理し、監査役会が求めたときは、取締役はいつでも当該文書

の閲覧に供しております。

○損失の危険の管理に関する規程その他の体制

法令遵守、事故、環境、システム管理等に係わるリスクについては、法令遵守基本規程、リスク

管理規程等を制定し、教育・研修を行う体制を整備しております。

○取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役は業務の効率性を確保するため、取締役会規程、職務権限規程等に従い業務執行を行っ

ております。また、取締役会等は、監査役出席のもと、慎重かつ多面的な検討を行っております

が、手続の簡素化等により、会社の重要な意思決定をさらに迅速化しております。

○使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

使用人の職務の執行の適法性を確保するため、企業としての法令遵守に関する規則を定め、そ

の研修・教育体制を整備しております。併せて、内部通報体制を整備しております。
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○会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

内部監査（業務執行状況・財務状況等）については、全社・子会社の定期監査を強化してお

ります。

　監査役は、必要な場合は監査基準に従い、子会社を含めた使用人から情報の収集を行ない、適正

性を確保しております。

○監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

監査役会より職務を補助すべき使用人の請求があった場合、取締役会は使用人のうちから、監

査役会の職務を補助すべき使用人を指名しております。

○前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

上記の監査役会の職務を補助すべき使用人については、取締役会からの独立性を確保するた

め、監査業務に関する指示命令権は監査役が有するものとしております。

　監査役会の職務を補助すべき使用人の任命及び人事異動、人事考課等については、取締役は監

査役会に相談し、意見を求めることとしております。

　また、懲戒については監査役会の同意を得るものとしております。

○取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

すべての取締役及び使用人は、会社もしくは子会社、関係会社に著しい損害をおよぼすおそれ

や事実の発生、法令違反等の不正行為や重大な不当行為、その他監査役会が重要と定めた事項に

ついて、その内容を遅滞なく監査役に報告しております。

　また、上記に係わらず、監査役会は必要に応じていつでも取締役又は使用人に報告を求めるこ

とができます。

○その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

すべての取締役は、監査役監査の重要性と有効性を理解・認識して、監査役の円滑な監査活動

の保障をしております。

　監査役は取締役会等に出席し、取締役の職務の執行の報告・重要な決定事項の決議を確認する

とともに、内部統制に関する必要な調査・報告を要請することができます。

○反社会的勢力を排除するための体制

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して、すべての取締役及び

使用人は毅然とした態度で臨み、反社会勢力の排除に全社的に努めております。

ニ　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第1項に関する責任について、同法第425条

第1項の最低責任限定額を限度として、責任限定契約を締結しております。

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査は、代表取締役社長に指名された内部監査担当者が行っております。

　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から定期的かつ随時に業務報告

を聴取する等を行い、取締役の業務執行を監査しております。監査役は代表取締役とも定期的に会

合を持ち、幅広く意見を交換しております。監査役会では、監査役相互の情報共有を図ることによ

り、監査機能の充実に努めております。また、監査役は、定期的に内部監査担当者から、監査計画及

び監査実施結果の報告を受けるとともに、意見交換を行い監査の参考としております。さらに、監

査役は会計監査人からも同様に報告を受けるとともに、監査の品質管理体制について詳細な説明

を受け、その妥当性を確認しております。

また、監査役は、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、子会社が行った無償の利益

供与、会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等に関しては上記の監

査方法のほか、必要に応じて取締役等から報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査しておりま

す。
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③　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

イ　社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

取締役大泉光一は、企業経営等の豊富な知識・経験等をいかし、業務執行の経営陣から独立した

客観的視点より、出席した取締役会の審議に関して、適宜、質問・発言を行っております。

監査役朝倉正巳は、企業経営等の豊富な知識・経験等をいかし、業務執行の経営陣から独立した

客観的視点より、出席した取締役会、監査役会の審議に関して、適宜、質問・発言を行っておりま

す。

監査役鐵義正は、公認会計士としてこれまで培ってきました財務及び会計に関する知識・見識

を当社監査体制の強化にいかしていただけるものと認識しております。

　また、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　なお、上記社外取締役及び社外監査役との間には、人的関係、資本的関係、または取引関係その他

の利害関係はありません。

　当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針はないもの

の、選任にあたっては、東京証券取引所における「上場管理等に関するガイドライン」Ⅲ５．

（３）の２を参考にしております。

　（参考）東京証券取引所における開示

　東京証券取引所においては、独立役員として、社外取締役又は社外監査役の中から、一般株主

と利益相反の生じるおそれがない者を確保することが義務付けられております。「上場管理

等に関するガイドライン」において一般株主と利益相反の生じる恐れがあると判断する場合

の判断要素を規定しております。

 

「上場管理等に関するガイドライン」Ⅲ５．（３）の２

　独立役員の確保義務の違反に対する公表措置等の要否の判断は、独立役員として届け出る者

が、次のａからｅまでのいずれかに該当している場合におけるその状況等を総合的に勘案し

て行います。

ａ．当該会社の親会社又は兄弟会社の業務執行者

ｂ．当該会社を主要な取引先とする者若しくはその業務執行者又は当該会社の主要な取引先

若しくはその業務執行者

ｃ．当該会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計

専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該

団体に所属する者をいう。）

ｄ．最近においてａから前ｃまでに該当していた者

ｅ．次の（ａ）から（ｃ）までのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者

（ａ） ａから前ｄまでに掲げる者

（ｂ） 当該会社又はその子会社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場

合にあっては、業務執行者でない取締役又は会計参与（当該会計参与が法人である

場合は、その職務を行うべき社員を含む。以下同じ。）を含む。）

（ｃ） 最近において前（ｂ）に該当していた者

ロ　取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨定款に定め

ております。
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④　役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総
額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役
員の員数
（名）基本報酬

ストックオ
プション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く。）

104 33 - - 70 4

監査役
（社外監査役を除く。）

15 6 - - 9 1

社外役員 9 6 - - 3 4

(注)１.上記人数および報酬等の額には、平成23年６月29日開催の第104期定時株主総会終結の時を

もって退任した監査役１名に対する報酬等の額を含んでおります。

２.取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３.取締役の報酬限度額は、平成元年6月29日開催の第82期定時株主総会において年額72百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４.監査役の報酬限度額は、平成7年6月29日開催の第88期定時株主総会において年額21.6百万円

以内と決議いただいております。

５.上記退職慰労金の額は、当事業年度の役員退職慰労引当金繰入額であります。

６.上記のほか平成23年6月29日開催の第104期定時株主総会決議に基づき役員退職慰労金を支

給しております。

退任社外監査役１名　１百万円

　　　ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　　　ハ　役員の報酬の額の決定に関する方針

取締役の報酬は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において、取締役会で了承された方法

により決定しております。

　監査役の報酬は、監査役会の協議により決定しております。　 

　また、報酬額の水準につきましては、社員給与の最高額及び役員報酬の社会水準を勘案し、役員の

任期につき職位ごとに決定しております。
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⑤　株式の保有状況

イ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の

合計額

16銘柄　127百万円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （百万円）

第一生命保険㈱ 334 41取引関係維持のため

㈱T&Dホールディングス 13,950 28同上

全日本空輸㈱ 36,515 9 同上

㈱カナデン 8,000 4 同上

㈱資生堂 2,526 3 同上

明治ホールディングス㈱ 639 2 同上

新和内航海運㈱ 4,648 2 同上

三井化学㈱ 6,813 2 同上

高木証券㈱ 10,000 0 同上

㈱大和証券グループ本社 1,000 0 同上

㈱CSKホールディングス 46 0 同上

(注) ㈱カナデン以下は、貸借対照表計上額が資本金の100分の1以下でありますが、上位11銘柄につ

いて記載しております。
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （百万円）

第一生命保険㈱ 334 38取引関係維持のため

㈱T&Dホールディングス 27,900 26同上

全日本空輸㈱ 51,597 12同上

㈱資生堂 3,456 4 同上

㈱カナデン 8,000 4 同上

明治ホールディングス㈱ 831 3 同上

新和内航海運㈱ 5,261 2 同上

三井化学㈱ 9,218 2 同上

高木証券㈱ 10,000 1 同上

㈱大和証券グループ本社 1,000 0 同上

SCSK㈱ 11 0 同上

(注) ㈱資生堂以下は、貸借対照表計上額が資本金の100分の1以下でありますが、上位11銘柄につい

て記載しております。

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

ニ　保有目的を変更した投資株式

　該当事項はありません。
　

⑥　会計監査の状況

　当社は、新日本有限責任監査法人を選任しており、同監査法人による適切な監査が実施されてお

ります。当該事業年度において監査業務を執行した公認会計士は、指定有限責任社員業務執行社

員、橋爪輝義、中原義勝の２名であり、この他に補助者として公認会計士８名、その他10名が従事し

ております。 

　また、当社と同監査法人は会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める

額を限度額としております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 30 - 32 ２

連結子会社 - - - -

計 30 - 32 ２

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。
　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

当連結会計年度

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である

「ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）に関するアドバイザリー業務」を委託し、その対価を支払ってお

ります。
　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関して特段の方針等は設けておりませんが、監査内容、

監査日数等を勘案して個別に交渉し、監査役会の同意を得て決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に準拠して作成しております。　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に準拠して作成しております。　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで)及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、また、財務経

理部門にて会計基準等の動向を解説した機関紙を定期購読するなどし、連結財務諸表等の適正性確保に取

り組んでおります。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 2,320

※1
 2,376

受取手形及び売掛金 1,251 ※4
 1,426

有価証券 0 0

販売用不動産 19 3

商品及び製品 35 36

仕掛品 1 2

原材料及び貯蔵品 43 34

前払金 53 13

前払費用 189 182

繰延税金資産 73 134

その他 65 51

貸倒引当金 △13 △24

流動資産合計 4,041 4,238

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,690 7,805

減価償却累計額 ※3
 △4,117

※3
 △3,968

建物及び構築物（純額） ※1
 3,573

※1
 3,837

機械器具及び什器備品 1,104 1,269

減価償却累計額 ※3
 △882

※3
 △936

機械器具及び什器備品（純額） 221 332

車両運搬具 175 161

減価償却累計額 ※3
 △127

※3
 △131

車両運搬具（純額） 48 29

土地 ※1
 6,839

※1
 6,213

リース資産 526 844

減価償却累計額 △159 △259

リース資産（純額） 366 584

建設仮勘定 2 118

有形固定資産合計 11,052 11,116

無形固定資産

電話加入権 15 15

通信施設利用権 7 3

ソフトウェア 19 10

その他 5 0

無形固定資産合計 48 30
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 323

※1
 319

長期貸付金 56 48

破産更生債権等 3 －

繰延税金資産 37 37

その他 272 ※2
 298

貸倒引当金 △122 △115

投資その他の資産合計 570 587

固定資産合計 11,671 11,734

資産合計 15,713 15,973

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 638 ※4
 791

1年内償還予定の社債 20 30

短期借入金 ※1, ※5
 3,226

※1, ※5
 5,804

リース債務 118 161

未払金 32 13

未払法人税等 551 768

未払消費税等 34 50

未払費用 741 880

前受金 334 49

賞与引当金 50 79

その他 209 413

流動負債合計 5,957 9,041

固定負債

社債 20 35

長期借入金 ※1, ※5
 6,040

※1, ※5
 847

リース債務 244 403

長期預り金 292 309

繰延税金負債 348 440

退職給付引当金 630 745

役員退職慰労引当金 81 165

資産除去債務 221 225

負ののれん 4 1

その他 － 0

固定負債合計 7,886 3,174

負債合計 13,844 12,216
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 525 525

資本剰余金 2 2

利益剰余金 1,530 3,428

自己株式 △263 △264

株主資本合計 1,793 3,691

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 12 9

その他の包括利益累計額合計 12 9

少数株主持分 61 55

純資産合計 1,868 3,757

負債純資産合計 15,713 15,973
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 18,615 17,443

売上原価 16,519 15,386

売上総利益 2,095 2,057

販売費及び一般管理費 ※1
 1,285

※1
 1,310

営業利益 810 747

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 10 10

負ののれん償却額 2 2

受取車検費用 15 13

保険配当金 49 32

雑益 33 30

営業外収益合計 115 92

営業外費用

支払利息 258 192

退職給付費用 152 152

持分法による投資損失 41 －

雑損 41 22

営業外費用合計 493 367

経常利益 432 473

特別利益

固定資産売却益 ※2
 67

※2
 2,621

資産除去債務履行差額 90 －

株式割当益 47 －

固定資産売却費用戻入 27 －

負ののれん発生益 － 6

その他 24 0

特別利益合計 257 2,628

特別損失

固定資産除却損 ※3
 81

※3
 79

減損損失 ※4
 423

※4
 201

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 229 －

その他 156 7

特別損失合計 890 288

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△200 2,813

法人税、住民税及び事業税 365 848

過年度法人税等 176 －

法人税等調整額 △429 34

法人税等合計 112 883

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△313 1,930

少数株主利益 0 2

当期純利益又は当期純損失（△） △313 1,928
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△313 1,930

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △5 △3

その他の包括利益合計 △5 ※
 △3

包括利益 △318 1,926

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △318 1,924

少数株主に係る包括利益 0 2
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 525 525

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 525 525

資本剰余金

当期首残高 2 2

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

利益剰余金

当期首残高 1,873 1,530

当期変動額

剰余金の配当 △29 △29

当期純利益又は当期純損失（△） △313 1,928

当期変動額合計 △343 1,898

当期末残高 1,530 3,428

自己株式

当期首残高 △263 △263

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △263 △264

株主資本合計

当期首残高 2,137 1,793

当期変動額

剰余金の配当 △29 △29

当期純利益又は当期純損失（△） △313 1,928

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △343 1,898

当期末残高 1,793 3,691

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 18 12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 △3

当期変動額合計 △5 △3

当期末残高 12 9
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主持分

当期首残高 61 61

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △6

当期変動額合計 0 △6

当期末残高 61 55

純資産合計

当期首残高 2,217 1,868

当期変動額

剰余金の配当 △29 △29

当期純利益又は当期純損失（△） △313 1,928

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △9

当期変動額合計 △348 1,888

当期末残高 1,868 3,757
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△200 2,813

減価償却費 463 482

減損損失 423 201

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16 12

賞与引当金の増減額（△は減少） △11 28

退職給付引当金の増減額（△は減少） 106 114

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6 83

受取利息及び受取配当金 △14 △12

支払利息 258 192

持分法による投資損益（△は益） 41 －

固定資産除売却損益（△は益） 13 △2,542

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 229 －

資産除去債務履行差額 △90 －

売上債権の増減額（△は増加） 216 △174

たな卸資産の増減額（△は増加） △1 23

仕入債務の増減額（△は減少） △87 153

未払金の増減額（△は減少） △20 △25

未払消費税等の増減額（△は減少） △74 32

未払費用の増減額（△は減少） △410 121

その他 51 64

小計 916 1,569

利息及び配当金の受取額 14 12

利息の支払額 △255 △190

法人税等の支払額 △212 △630

事業再構築費用の支払額 △277 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 185 760

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △175 △130

定期預金の払戻による収入 160 133

固定資産の取得による支出 △635 △1,098

固定資産の売却による収入 622 3,211

固定資産の除却による支出 － △36

長期貸付けによる支出 △18 △5

長期貸付金の回収による収入 15 11

投資有価証券の取得による支出 △12 △78

投資有価証券の売却による収入 － 50

その他 66 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー 21 2,051
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 93 △135

長期借入れによる収入 330 595

長期借入金の返済による支出 △1,370 △3,074

社債の発行による収入 － 50

社債の償還による支出 △20 △25

セール・アンド・リースバックによる収入 101 －

リース債務の返済による支出 △83 △132

配当金の支払額 △29 △29

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △978 △2,752

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △771 59

現金及び現金同等物の期首残高 2,999 2,228

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 2,228

※
 2,287
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　【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

子会社８社は全て連結されております。連結子会社名は、「第１　企業の概況」の「４ 関係会社の状況」

に記載しているため省略しております。大和交通株式会社は平成23年５月31日付で大和タクシー株式会

社と合併し、消滅したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。なお、大和タクシー株

式会社は同日付にて、大和自動車王子株式会社に商号変更しております。

　
２　持分法の適用に関する事項　

持分法適用関連会社数　１社

会社名　リムジンハイヤー株式会社

持分法非適用関連会社数　１社

会社名　株式会社東京四社営業委員会

　(持分法を適用していない理由)

　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等に関していずれも小規模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響をおよぼしていないの

で持分法適用の範囲から除外しております。

 　

３　連結子会社の事業年度に関する事項　

連結子会社の決算期は、連結財務諸表提出会社の決算期に一致しております。　

　
４　会計処理基準に関する事項　

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法　

その他有価証券　

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

販売用不動産…個別法

商品及び製品…主として総平均法　

仕掛品…先入先出法　

原材料及び貯蔵品

　燃料・油脂…総平均法

　部品・資材・原材料…先入先出法　
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(3) 重要な減価償却資産の減価償却の方法　

①　有形固定資産（リース資産を除く）　

車両運搬具…定額法　

建物・その他有形固定資産…定率法　

ただし平成10年４月１日以降取得した建物(建物附帯設備を除く)については、定額法によってお

ります。　　　　　　　　

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。　

車両運搬具　　　　　　２年～　７年

建物及び構築物　　　　７年～６５年

機械器具及び什器備品　３年～２０年

②　無形固定資産　

定額法によっております。　

なお、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間(5年)による定額法によっております。　

③　リース資産　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産　

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。　

なお、平成20年３月31日以前に開始した所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

(4) 引当金の計上基準　

①　貸倒引当金　

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。　

②　賞与引当金　

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に対応する金額を計上しております。　

③　退職給付引当金　

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。　

会計基準変更時差異は、主として15年による按分額(一部の連結子会社におきましては一括費用処

理)を費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から処理することにしております。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく連結会計年度末要支給額を計

上しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間　

のれんおよび平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の均等償却を

行っております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲　

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。　

(7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　

消費税等の会計処理　

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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【表示方法の変更】

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１．前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「投

資有価証券評価損益（△は益）」、「株式割当益」、「前払金の増減額（△は増加）」、「前払費用

の増減額（△は増加）」、「前受金の増減額（△は減少）」、「長期預り金の増減額（△は減

少）」、「リース資産減損勘定の取崩額」は、金銭的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度に

おいては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ

・フロー」の「投資有価証券評価損益（△は益）」０百万円、「株式割当益」△47百万円、「前払金

の増減額（△は増加）」36百万円、「前払費用の増減額（△は増加）」48百万円、「前受金の増減額

（△は減少）」△35百万円、「長期預り金の増減額（△は減少）」23百万円、「リース資産減損勘定

の取崩額」△35百万円は、「その他」として組み替えております。

２．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりまし

た「未払金の増減額（△は減少）」は、金銭的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記す

ることといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の組替えを行ってお

ります。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ

・フロー」の「その他」に表示していた△20百万円は「未払金の増減額（△は減少）」として組み

替えております。

３．前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「短

期貸付金の純増減額（△は増加）」、「差入保証金の差入による支出」、「差入保証金の回収による

収入」は、金銭的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示し

ております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っ

ております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ

・フロー」の「短期貸付金の純増減額（△は増加）」6百万円、「差入保証金の差入による支出」△

1百万円、「差入保証金の回収による収入」52百万円は、「その他」として組み替えております。

　

【追加情報】

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用して

おります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務　

担保に供している資産は次のとおりであります。　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

定期預金 20百万円 -百万円

投資有価証券 73百万円 74百万円

建物及び構築物 2,534百万円 2,454百万円

土地 6,201百万円 5,237百万円

計 8,829百万円 7,766百万円

　
担保付債務は次のとおりであります。　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

短期借入金 3,201百万円 5,738百万円

長期借入金 5,998百万円 543百万円

計 9,200百万円 6,282百万円

　
※２　関連会社に係る項目　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券(株式) ―百万円 25百万円

　
　
※３　有形固定資産の減価償却累計額　

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。　

　
※４　連結会計年度末日満期手形の処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形を満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形 － 8百万円

支払手形 － 54百万円
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※５　財務制限条項

前連結会計年度(平成23年３月31日)

当社は、シンジケートローン契約(契約日平成21年９月25日)を締結しており、この契約には次の財務

制限条項が付されています。　

①連結財務諸表提出会社は、有利子負債 (リース債務は含まない。) 残高を平成22年3月期11,200百万

円、平成23年3月期10,600百万円、平成24年3月期9,900百万円 (但し、担保不動産を売却した場合は、

一定の条件に従い算出された金額を前述されている有利子負債上限額より控除した額) 以上としな

いこと。

なお、担保不動産売却により控除後の有利子負債残高は、平成23年3月期8,654百万円、平成24年3月期

7,954百万円であります。　

②平成23年3月期以降、連結財務諸表提出会社の償却前経常利益がマイナスとならないこと。　

　
当連結会計年度(平成24年３月31日)

当社は、シンジケートローン契約(契約日平成21年９月25日)を締結しており、この契約には次の財務

制限条項が付されています。　

①連結財務諸表提出会社は、有利子負債 (リース債務は含まない。) 残高を平成22年3月期11,200百万

円、平成23年3月期10,600百万円、平成24年3月期9,900百万円 (但し、担保不動産を売却した場合は、

一定の条件に従い算出された金額を前述されている有利子負債上限額より控除した額) 以上としな

いこと。

なお、担保不動産売却により控除後の有利子負債残高は、平成24年3月期5,925百万円であります。　

②平成23年3月期以降、連結財務諸表提出会社の償却前経常利益がマイナスとならないこと。　

　

　
(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主要費目及び金額　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

人件費 617百万円 671百万円

(うち、賞与引当金繰入額 12百万円 11百万円)

(うち、退職給付費用 20百万円 5百万円)

(うち、役員退職慰労引当金繰入額 7百万円 85百万円)

減価償却費 66百万円 70百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円 12百万円

　

※２　固定資産売却益の内容は次の通りであります　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

車両運搬具 0百万円 0百万円

土地 67百万円 2,621百万円

計 67百万円 2,621百万円
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※３　固定資産除却損の内容は次の通りであります　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

車両運搬具 3百万円 0百万円

建物及び構築物 51百万円 12百万円

機械器具及び什器備品 12百万円 4百万円

ソフトウェア 0百万円 -百万円

通信施設利用権 8百万円 0百万円

解体費等 -百万円 42百万円

その他 3百万円 19百万円

計 81百万円 79百万円

　
※４  減損損失

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所
減損損失
（百万円）

遊休資産
（タクシー営業所）

土地 東京都西東京市 64

賃貸ビル 土地 東京都中央区 354

その他 4

合計 423

当社グループは、管理会計上の区分を基準に概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位に

ついて資産のグルーピングを行っており、遊休資産等については個々にグルーピングしております。

　上記のうち、遊休資産については、将来における具体的な使用計画がないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。回収可能価額については、不動産鑑定評価を基礎とした正味売却価額により測定

しております。

　賃貸ビルについては、市場価格が下落した資産について減損の兆候を認識し、帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。回収可能価額については、使用価値により測定し将来キャッシュ・フローを６％

で割り引いて算定しております。
　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所
減損損失
（百万円）

遊休資産
（タクシー営業所）

土地 東京都練馬区 104

賃貸ビル 土地・建物 東京都中央区 69

その他 26

合計 201

当社グループは、管理会計上の区分を基準に概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位に

て資産のグルーピングを行っており、遊休資産等については個々にグルーピングしております。

　遊休資産については、売却見通しの変化に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、賃貸ビルについて

は、収益性が低下した資産について減損の兆候を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりま

す。なお、回収可能価額については、不動産鑑定評価を基礎とした正味売却価額により測定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　
  当期発生額 △７百万円

  組替調整額 ０　〃

    税効果調整前 △６百万円

    税効果額 ２  〃

    その他有価証券評価差額金 △３百万円

その他の包括利益合計 △３百万円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,500,000― ― 10,500,000
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 527,329 854 ― 528,183
　

（変動事由の概要）

　増減数の主な内訳は、次の通りであります。

　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　  854株

　
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 14 1.5平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月11日
取締役会

普通株式 14 1.5平成22年９月30日 平成22年12月10日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 14 1.5平成23年３月31日 平成23年６月30日
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当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,500,000― ― 10,500,000
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 528,183 1,022 ― 529,205
　

（変動事由の概要）

　増減数の主な内訳は、次の通りであります。

　　単元未満株式の買取りによる増加　　　 1,022株

　
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 14 1.5平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年11月11日
取締役会

普通株式 14 1.5平成23年９月30日 平成23年12月９日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 14 1.5平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 2,320百万円 2,376百万円

預入期間が
３ヶ月を超える定期預金

△92百万円 △90百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資(有価証券)

0百万円 0百万円

現金及び現金同等物 2,228百万円 2,287百万円
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引（借主側）　

所有権移転外ファイナンス・リース

(契約リース料１件当り20万円未満は除く)　

①　リース資産の内容

有形固定資産　

旅客自動車運送事業における車両運搬具と、水周り機器、駐車場設備であります。　

②　リース資産の減価償却の方法　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項　(3)重要な減価

償却資産の減価償却の方法　③リース資産」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりです。　

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額　

前連結会計年度(平成23年３月31日)

　 車両運搬具 機械器具 什器備品 合計

取得価額相当額 1,588百万円 147百万円 185百万円 1,921百万円

減価償却累計額相当額 1,190百万円  87百万円 157百万円  1,435百万円

期末残高相当額 397百万円 59百万円 28百万円 485百万円

　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

　 車両運搬具 機械器具 什器備品 合計

取得価額相当額 985百万円 140百万円 72百万円 1,197百万円

減価償却累計額相当額 798百万円 96百万円 64百万円 959百万円

期末残高相当額 186百万円 43百万円 7百万円 237百万円

　

(2)　未経過リース料期末残高相当額　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 277百万円 145百万円

１年超 277百万円 112百万円

合計 555百万円 257百万円

　

(3)　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 502百万円 280百万円

減価償却費相当額 367百万円 237百万円

支払利息相当額 20百万円 11百万円

　
(4)　減価償却費相当額の算定方法　

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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(5)　利息相当額の算定方法　

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。　

　
２　オペレーティング・リース取引　

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 74百万円 20百万円

１年超 33百万円 13百万円

合計 107百万円 34百万円

　

(金融商品関係)

Ⅰ 金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金

融機関からの借入による方針です。

また、平成21年９月25日に締結いたしましたシンジケートローンは、「中期経営計画」に基づく事業

再構築資金として運用していく方針です。

　なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(２)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して

は、当社グループの与信管理の方針に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な

取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としています。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式

であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払費用は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に事業再構築及び

設備投資に係る資金調達です。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成するなどの方法

により管理しております。

　なお、当社の資金調達に係るシンジケートローン契約には財務制限条項が付されており、当該条項に

抵触し期限の利益喪失請求が行われた場合には、資金繰りの悪化により当社及び当社グループの将来

の成長、業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　当該条項は、有利子負債残高及び経常利益に係る条項であります。

Ⅱ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注2）参照）。
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前連結会計年度（自　平成22年４月１日　 至　平成23年３月31日 ）

　 　 　 　 (単位:百万円)

　 　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

 (1) 現金及び預金 2,320 2,320 -

 (2) 受取手形及び売掛金 1,251 1,251 -

 (3) 投資有価証券 　 　 　

　 　 その他有価証券 280 280 -

資産計 3,852 3,852 -

 (1) 支払手形及び買掛金 638 638 -

 (2) 未払費用 741 741 -

 (3) 短期借入金 325 325 -

 (4) 長期借入金(注3) 8,942 8,948 △6

負債計 10,647 10,653 △6

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。　

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託については、取引金融機関か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、

「有価証券関係」注記を参照してください。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2)未払費用及び(3)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。
（注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の通りであり、金融商品の時価情報の「資産　(3)

投資有価証券」には含めておりません。

　 (単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 43
　　　   非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象と

しておりません。

（注3)１年内返済予定の長期借入金は、「(4)長期借入金」に含めて記載しております。

（注4)金銭債権の連結決算日後の償還予定額は、次のとおりであります。

　 　 　 　 （単位：百万円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　現金及び預金 2,288 - - -

　受取手形及び売掛金 1,251 - - -

合計 3,540 - - -

（注5)借入金の連結決算日後の返済予定額は、次のとおりであります。

　 　 　 　 （単位：百万円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　短期借入金 325 - - -

　長期借入金 2,901 5,988 52 -

合計 3,226 5,988 52 -
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　 至　平成24年３月31日 ）

　 　 　 　 (単位:百万円)

　 　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

 (1) 現金及び預金 2,376 2,376 -

 (2) 受取手形及び売掛金 1,426 1,426 -

 (3) 投資有価証券 　 　 　

　 　 その他有価証券 286 286 -

資産計 4,089 4,089 -

 (1) 支払手形及び買掛金 791 791 -

 (2) 未払費用 880 880 -

 (3) 短期借入金 190 190 -

 (4) 長期借入金(注3) 6,462 6,468 △5

負債計 8,324 8,330 △5

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。　

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託については、取引金融機関か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、

「有価証券関係」注記を参照してください。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2)未払費用及び(3)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。
（注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の通りであり、金融商品の時価情報の「資産　(3)

投資有価証券」には含めておりません。

　 (単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 58
　　　   非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象と

しておりません。

（注3)１年内返済予定の長期借入金は、「(4)長期借入金」に含めて記載しております。

（注4)金銭債権の連結決算日後の償還予定額は、次のとおりであります。

　 　 　 　 （単位：百万円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　現金及び預金 2,343 - - -

　受取手形及び売掛金 1,426 - - -

合計 3,769 - - -

（注5)借入金の連結決算日後の返済予定額は、次のとおりであります。

　 　 　 　 （単位：百万円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　短期借入金 190 - - -

　長期借入金 5,614 817 29 -

合計 5,804 817 29 -

次へ
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(有価証券関係)

前連結会計年度

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成23年３月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

①　株式 182 145 36

②　その他 - - -

小計 182 145 36

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

①　株式 95 109 △14

②　その他 1 2 △0

小計 97 112 △14

合計 280 257 22

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　
(2）当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)

該当事項はありません。
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当連結会計年度

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成24年３月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

①　株式 182 144 37

②　その他 - - -

小計 182 144 37

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

①　株式 102 123 △21

②　その他 1 2 △0

小計 103 125 △21

合計 286 270 16

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　
(2）当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成23年４月１日　至平成24年３月31日)

　(単位：百万円)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 0 0 0

その他 49 - 0

合計 50 0 0
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(デリバティブ取引関係)

　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。一部の連

結子会社は、中小企業退職金共済制度を採用し、一部の連結子会社は、退職一時金制度及び中小企業退

職金共済制度を併用しております。また、乗務員の給与体系(歩合比率)を変更した場合特別退職金を支

払う場合があります。なお、一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており

ます。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成23年３月31日)

イ　退職給付債務 1,352百万円

ロ　会計基準変更時差異の未処理額 607百万円

ハ　未認識数理計算上の差異 114百万円

ニ　退職給付引当金 630百万円

　

３　退職給付費用に関する事項(自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)

イ　勤務費用 120百万円

ロ　利息費用 12百万円

ハ　会計基準変更時差異の費用処理額 152百万円

ニ　数理計算上の差異の処理額 34百万円

ホ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 320百万円

(注)上記退職給付費用以外に退職給付費用3百万円及び特別退職金60百万円を、特別損失の「その他」に計上

しております。また大量退職者が発生したため、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理（企業会計基準

適用指針第１号）」を適用し、退職給付制度の一部終了に準じた処理を行っております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 1.0％

ハ　数理計算上の差異の処理年数 ６～10年

　
(翌連結会計年度から処理することとして

おります。)

ニ　会計基準変更時差異の処理年数

 

 

主として15年であります。

一部の連結子会社におきましては、一括費

用処理をしております。
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当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。一部の連

結子会社は、中小企業退職金共済制度を採用し、一部の連結子会社は、退職一時金制度及び中小企業退

職金共済制度を併用しております。また、乗務員の給与体系(歩合比率)を変更した場合特別退職金を支

払う場合があります。なお、一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており

ます。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成24年３月31日)

イ　退職給付債務 1,091百万円

ロ　会計基準変更時差異の未処理額 455百万円

ハ　未認識数理計算上の差異 △109百万円

ニ　退職給付引当金 745百万円

　

３　退職給付費用に関する事項(自平成23年４月１日　至平成24年３月31日)

イ　勤務費用 99百万円

ロ　利息費用 12百万円

ハ　会計基準変更時差異の費用処理額 152百万円

ニ　数理計算上の差異の処理額 △9百万円

ホ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 254百万円

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 1.0％

ハ　数理計算上の差異の処理年数 ６～８年

　
(翌連結会計年度から処理することとして

おります。)

ニ　会計基準変更時差異の処理年数

 

 

主として15年であります。

一部の連結子会社におきましては、一括費

用処理をしております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

退職給付引当金 251百万円 271百万円

役員退職慰労引当金 32百万円 59百万円

賞与引当金 20百万円 29百万円

ゴルフ会員権 49百万円 45百万円

事業税 31百万円 53百万円

税務上の繰越欠損金 382百万円 33百万円

固定資産の未実現利益 148百万円 146百万円

資産除去債務 96百万円 84百万円

固定資産減損損失 200百万円 193百万円

その他 206百万円 155百万円

繰延税金資産小計 1,421百万円 1,074百万円

評価性引当額 1,112百万円 647百万円

繰延税金資産合計 308百万円 426百万円

(繰延税金負債) 　 　

資産除去債務 48百万円 38百万円

土地評価差額金 191百万円 174百万円

圧縮記帳損 296百万円 476百万円

その他有価証券評価差額金 9百万円 7百万円

繰延税金負債合計 546百万円 696百万円

繰延税金負債純額 237百万円 269百万円

　
（注）繰延税金負債の純額は連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 73百万円 134百万円

固定資産－繰延税金資産 37百万円 37百万円

固定負債－繰延税金負債 348百万円 440百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 － 　 40.69％

（調整） 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 － 　 0.40〃

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

－ 　 △0.07〃

住民税均等割等 － 　 0.15〃

評価性引当額 － 　 △8.99〃

税率変更による期末繰延税金資産・
負債の修正

－ 　 △2.43〃

その他 － 　 1.64〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 － 　 31.39％

(注)  前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４

月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.69％から、回収又は支

払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.01％、平成27年４月１日以

降のものについては35.64％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金負債の純額が69百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が68百万

円減少しております。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

当社グループは、旅客自動車運送事業及び燃料小売事業における店舗等事業地、並びに金属製品の

製造販売等の事業地について法令及び条例により要求される土壌汚染の除却に関し資産除去債務を

計上しております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

旅客自動車運送事業及び燃料小売事業における店舗等については、法令及び条例により要求され

るため、主要建物並びにガソリンスタンドの使用見込み期間を22年から50年、割引率は2.18％から

2.28％を採用しております。また、金属製品の製造販売等の事業地については、建物残耐用年数５年

６ヶ月を未使用期間とし、割引率0.856％を採用しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 330百万円 239百万円

時の経過による調整額 4  〃 3  〃

資産除去債務の履行による減少 △94  〃 △17  〃

期末残高 239百万円 225百万円

(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適

用したことによる残高であります。
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(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)及

び遊休不動産を有しております。

　平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は△133百万円（賃貸収益553百万円、

賃貸費用267百万円、減損損失419百万円）であります。なお、賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売

上原価に、減損損失は特別損失に計上しております。

(2) 当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 　
当連結会計年度末の時価

 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

4,212 △136 4,076 8,620

(注1)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

(注2)当期増減額のうち、主な増加額は遊休資産（204百万円）と不動産取得（517百万円）であり、主な減少額は

減価償却累計額（80百万円）、減損損失（419百万円）、売却（345百万円）であります。

(注3)当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算出した金額であります。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)及

び遊休不動産を有しております。

　平成24年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は165百万円（賃貸収益584百万円、賃

貸費用342百万円、減損損失76百万円）であります。なお、賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上

原価に、減損損失は特別損失に計上しております。

(2) 当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 　
当連結会計年度末の時価

 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

4,076 404 4,480 6,675

(注1)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

(注2)当期増減額のうち、主な増加額は不動産取得（1,276百万円）であり、主な減少額は減価償却累計額（82百万

円）、減損損失（76百万円）、売却（674百万円）であります。

(注3)当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算出した金額であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　報告セグメントについては、各事業セグメントを製品・サービスの内容、性質、製造方法、販売方法等の類
似性を勘案して「旅客自動車運送事業」、「不動産事業」及び「販売事業」の３つに集約しております。
　なお、各報告セグメントは、以下の開発・製造・販売を行っております。

報告セグメント 主要商品等

旅客自動車運送事業 ハイヤー事業、タクシー事業

不動産事業 不動産売買・賃貸・仲介

販売事業 燃料販売、資材販売、金属製品販売
　２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な
事項」における記載と概ね同一であります。
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報
　
　 前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)
　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結財務諸
表計上額
(注)3

旅客
自動車
運送事業

不動産
事業

販売事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 14,174597 3,82918,601 13 18,615 - 18,615

セグメント間の内部売上高
又は振替高

49 227 1,2861,563 24 1,588△1,588 -

計 14,224824 5,11620,165 38 20,203△1,58818,615

セグメント利益又は損失(△) 591 44 212 848 △18 830 △20 810

セグメント資産 5,7255,4314,06915,226427 15,654 58 15,713

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 204 125 121 450 2 453 △3 449

持分法適用会社への投資額 - - - - - - - -

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
151 559 136 847 - 847 - 847

(注)１　「その他」の区分は、自動車整備や福祉等から構成されております。
２　調整額は以下の通りであります。
(1)セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。
(2)セグメント資産の調整額58百万円には、セグメント間取引消去△1,682百万円、各報告セグメン
トに配分していない全社資産1,740百万円が含まれております。全社資産は、主に会社での余資運転
資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

　　３　セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　 当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)
　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)1

連結財務諸
表計上額
(注)2

旅客
自動車
運送事業

不動産
事業

販売事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 12,820571 4,05117,443 - 17,443

セグメント間の内部売上高
又は振替高

61 96 1,1091,267△1,267 -

計 12,881667 5,16118,710△1,267 17,443

セグメント利益又は損失(△) 551 △5 197 742 4 747

セグメント資産 4,3436,8174,45415,615 358 15,973

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 269 145 72 487 △5 482

持分法適用会社への投資額 - - - - - -

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
504 1,058 49 1,612 - 1,612

(注)１　調整額は以下の通りであります。
(1)セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。
(2)セグメント資産の調整額358百万円には、セグメント間取引消去△1,504百万円、各報告セグメン
トに配分していない全社資産1,863百万円が含まれております。全社資産は、主に会社での余資運転
資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

　　２　セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

連結損益計算書の売上高の10%以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
旅客自動車
運送事業

不動産
事業

販売事業 計

減損損失 64 354 - 419 4 - 423

（注）「その他」の金額は、福祉事業に係るものであります。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
旅客自動車
運送事業

不動産
事業

販売事業 計

減損損失 111 89 - 201 - 201

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
旅客自動車
運送事業

不動産
事業

販売事業 計

(負ののれん) 　 　 　 　 　 　 　

当期償却額 - - 2 2 - - 2

当期末残高 - - 4 4 - - 4

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
旅客自動車
運送事業

不動産
事業

販売事業 計

(負ののれん) 　 　 　 　 　 　

当期償却額 - - 2 2 - 2

当期末残高 - - 1 1 - 1

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

販売事業において、日本自動車メーター株式会社の株式を追加取得いたしました。これに伴い当連結会

計年度において、６百万円の負ののれん発生益を計上しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
(百万円)

事業の
内容
又は
職業

議決権等の
所有

（被所有)
割合

関連
当事者
との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目

期末
残高
(百万
円)

役員かつ
主要株主

新倉能文 - - 当社
代表
取締役
社長

被所有
直接
15.15%

債務
被保証

銀行借入に対する債務
被保証(注)

214 - -

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

(注) 連結子会社（日本自動車メーター㈱、大和交通㈱、大和交通保谷㈱、大和タクシー㈱）は銀行借入に対し

て当社代表取締役社長新倉能文より債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりませ

ん。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
(百万円)

事業の
内容
又は
職業

議決権等の
所有

（被所有)
割合

関連
当事者
との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目

期末
残高
(百万
円)

役員かつ
主要株主

新倉能文 - - 当社
代表
取締役
社長

被所有
直接
15.15%

債務
被保証

銀行借入に対する債務
被保証(注1)

102 - -

役員 宮野隆幸 - - 当社常務
取締役

被所有
直接
0.22%

債務
被保証

銀行借入に対する債務
被保証(注2)

30 - -

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

(注1) 連結子会社（日本自動車メーター㈱、大和交通保谷㈱）は銀行借入に対して当社代表取締役社長新倉能

文より債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

(注2) 連結子会社（大和交通保谷㈱）は銀行借入に対して当社常務取締役宮野隆幸より債務保証を受けてお

ります。なお、保証料の支払は行っておりません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 181.20円 371.23円

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

△31.42円 193.36円

(注) １．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

  当期純利益金額又は当期純損失金額（△）(百万円) △313 1,928

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益金額又は
　当期純損失金額（△）(百万円)

△313 1,928

  普通株式の期中平均株式数(株) 9,972,210 9,971,575

　
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 1,868 3,757

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 61 55

(うち新株予約権) ― ―

(うち少数株主持分) (61) (55)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 1,806 3,701

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

9,971,817 9,970,795

　

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

大和物産㈱ 第七回無担保社債
平成20年
３月21日

40
20
(20)

1.080なし
平成25年
３月21日

大和物産㈱ 第八回無担保社債
平成23年
６月８日

-
45
(10)

0.770なし
平成28年
６月８日

合計 ― ― 40
65
(30)

― ― ―

(注) １　連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。
　

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

30 10 10 10 5

２　当期末残高の(　)内の金額は、１年内に償還が予定されている社債であります。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 325 190 1.831 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,901 5,614 2.571 ―

１年以内に返済予定のリース債務 118 161 3.636 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

6,040 847 2.125
平成25年７月20日～
平成31年９月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

244 403 3.763
平成25年６月30日～
平成31年３月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 9,631 7,217 ― ―

(注) １　平均利率については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 308 231 183 93

リース債務 129 108 106 54

　

【資産除去債務明細表】

　「資産除去債務関係」注記において記載しているため省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 4,177 8,543 13,070 17,443

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額
(百万円)

2,255 2,328 3,118 2,813

四半期(当期)純利益
金額(百万円)

1,493 1,490 2,152 1,928

１株当たり四半期(当期)
純利益金額(円)

149.75 149.45 215.82 193.36

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益
金額
又は１株当たり四半期純
損失金額（△）(円)

149.75 △0.31 66.37 △22.46
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,647 1,405

受取手形 48 ※5
 45

売掛金 674 756

貯蔵品 17 16

前払費用 142 137

繰延税金資産 53 108

関係会社短期貸付金 386 －

未収入金 ※3
 231

※3
 206

その他 83 35

貸倒引当金 △50 △24

流動資産合計 3,234 2,687

固定資産

有形固定資産

建物 3,881 4,164

減価償却累計額 ※2
 △1,377

※2
 △1,379

建物（純額） ※1
 2,504

※1
 2,785

建物附帯設備 1,866 1,986

減価償却累計額 ※2
 △1,456

※2
 △1,503

建物附帯設備（純額） 409 483

構築物 857 814

減価償却累計額 ※2
 △578

※2
 △571

構築物（純額） 278 243

機械器具 205 204

減価償却累計額 ※2
 △150

※2
 △196

機械器具（純額） 55 8

車両運搬具 122 114

減価償却累計額 ※2
 △80

※2
 △86

車両運搬具（純額） 42 28

什器備品 178 190

減価償却累計額 ※2
 △136

※2
 △144

什器備品（純額） 41 46

土地 ※1
 5,291

※1
 4,976

リース資産 373 655

減価償却累計額 △100 △163

リース資産（純額） 272 491

建設仮勘定 2 118

有形固定資産合計 8,898 9,182

無形固定資産

電話加入権 12 12

通信施設利用権 7 3

ソフトウェア 19 10

その他 0 0

無形固定資産合計 39 26
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 137 129

関係会社株式 799 825

出資金 7 7

差入保証金 3 3

長期貸付金 41 36

関係会社長期貸付金 722 406

破産更生債権等 3 －

ゴルフ会員権 118 118

その他 71 79

貸倒引当金 △391 △190

投資その他の資産合計 1,513 1,417

固定資産合計 10,451 10,625

資産合計 13,685 13,313

負債の部

流動負債

買掛金 140 188

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※6
 2,559

※1, ※6
 5,277

リース債務 85 121

未払金 15 65

未払費用 515 645

未払法人税等 480 686

未払消費税等 － 19

前受金 270 23

短期預り金 55 60

前受収益 39 43

賞与引当金 12 37

設備関係支払手形 － ※3
 179

その他 － 3

流動負債合計 4,175 7,350

固定負債

長期借入金 ※1, ※6
 5,277 －

リース債務 170 340

繰延税金負債 235 356

長期預り金 246 265

退職給付引当金 513 604

役員退職慰労引当金 60 142

資産除去債務 112 113

固定負債合計 6,615 1,822

負債合計 10,790 9,173
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 525 525

資本剰余金

資本準備金 2 2

資本剰余金合計 2 2

利益剰余金

利益準備金 131 131

その他利益剰余金

退職積立金 197 197

固定資産圧縮積立金 116 654

固定資産圧縮特別勘定積立金 332 199

別途積立金 1,146 1,146

繰越利益剰余金 706 1,550

利益剰余金合計 2,630 3,879

自己株式 △263 △264

株主資本合計 2,893 4,142

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1 △2

評価・換算差額等合計 1 △2

純資産合計 2,895 4,140

負債純資産合計 13,685 13,313
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 10,205 9,388

売上原価 9,169 8,332

売上総利益 1,036 1,056

販売費及び一般管理費 ※1
 706

※1
 439

営業利益 329 617

営業外収益

受取利息 4 ※2
 27

受取配当金 ※2
 35

※2
 43

受取車検費用 12 11

保険配当金 49 32

雑益 12 14

営業外収益合計 114 130

営業外費用

支払利息 220 160

退職給付費用 124 124

雑損 32 13

営業外費用合計 377 297

経常利益 66 449

特別利益

固定資産売却益 ※3
 64

※3
 1,743

貸倒引当金戻入額 24 －

資産除去債務履行差額 76 －

株式割当益 46 －

固定資産売却費用戻入 29 －

その他 － 0

特別利益合計 241 1,743

特別損失

固定資産除却損 ※4
 81

※4
 25

減損損失 ※5
 429

※5
 71

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 177 －

その他 166 3

特別損失合計 853 100

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △546 2,092

法人税、住民税及び事業税 297 747

過年度法人税等 176 －

法人税等調整額 △460 66

法人税等合計 12 813

当期純利益又は当期純損失（△） △558 1,279
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【売上原価明細書】

　

　 前事業年度 当事業年度

　 （自　平成22年４月１日 （自　平成23年４月１日

　 至　平成23年３月31日) 至　平成24年３月31日)

区分
金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

Ⅰ　人件費 6,591 71.9 5,838 70.1

Ⅱ　経費 　 　 　 　

　　燃料費 604　 560　

　　自動車リース料 487　 412　

　　その他経費 1,486　 1,519　

経費計 2,578 28.1 2,493 29.9

売上原価合計 9,169100.0 8,332100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 525 525

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 525 525

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2 2

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

資本剰余金合計

当期首残高 2 2

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 131 131

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 131 131

その他利益剰余金

退職積立金

当期首残高 197 197

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 197 197

固定資産圧縮積立金

当期首残高 113 116

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 6 537

固定資産圧縮積立金の取崩 △3 △7

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金等の増加

－ 7

当期変動額合計 3 538

当期末残高 116 654

固定資産圧縮特別勘定積立金

当期首残高 859 332

当期変動額

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

△527 △151

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金等の増加

－ 18

当期変動額合計 △527 △132

当期末残高 332 199
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

別途積立金

当期首残高 1,146 1,146

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,146 1,146

繰越利益剰余金

当期首残高 770 706

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 △6 △537

固定資産圧縮積立金の取崩 3 7

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

527 151

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金等の増加

－ △25

剰余金の配当 △29 △29

当期純利益又は当期純損失（△） △558 1,279

当期変動額合計 △64 843

当期末残高 706 1,550

利益剰余金合計

当期首残高 3,218 2,630

当期変動額

剰余金の配当 △29 △29

当期純利益又は当期純損失（△） △558 1,279

当期変動額合計 △588 1,249

当期末残高 2,630 3,879

自己株式

当期首残高 △263 △263

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △263 △264

株主資本合計

当期首残高 3,482 2,893

当期変動額

剰余金の配当 △29 △29

当期純利益又は当期純損失（△） △558 1,279

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △588 1,248

当期末残高 2,893 4,142
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 7 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 △3

当期変動額合計 △5 △3

当期末残高 1 △2

評価・換算差額等合計

当期首残高 7 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 △3

当期変動額合計 △5 △3

当期末残高 1 △2

純資産合計

当期首残高 3,489 2,895

当期変動額

剰余金の配当 △29 △29

当期純利益又は当期純損失（△） △558 1,279

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △3

当期変動額合計 △594 1,245

当期末残高 2,895 4,140
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。　

　
【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法　

(1) 子会社株式及び関連会社株式　

移動平均法による原価法　

(2) その他有価証券　

時価のあるもの　

決算期末日の市場価格等に基づく時価法　

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)　

時価のないもの　

移動平均法による原価法　

　
２　たな卸資産の評価基準及び評価方法　

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。　

貯蔵品　

燃料・油脂……総平均法　

部品・資材……先入先出法　

　
３　重要な減価償却資産の減価償却の方法　

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）　

車両運搬具…定額法　

建物・その他有形固定資産…定率法　

ただし平成10年４月１日以降取得した建物(建物附帯設備を除く)については、定額法によっており

ます。　

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。　

車両運搬具　　　　　　２年～　７年

建物及び構築物　　　　７年～６５年

機械器具及び什器備品　３年～２０年

(2) 無形固定資産　

定額法によっております。　

なお、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間(5年)による定額法によっております。　

(3) リース資産　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

なお、平成20年３月31日以前に開始した所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　
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４　引当金の計上基準　

(1) 貸倒引当金　

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産

更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。　

(2) 賞与引当金　

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に対応する金額を計上しております。　

(3) 退職給付引当金　

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上しております。　

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。　

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、

按分した額をそれぞれ発生の翌期から処理することにしております。　

(4) 役員退職慰労引当金　

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。　

　
５　その他財務諸表作成のための重要な事項　

消費税等の会計処理　

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　
【追加情報】

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しており

ます。

　
【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　担保に差入れてある資産と、これに対応する負債は次のとおりであります。　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

建物 2,316百万円 (帳簿価額) 2,245百万円 (帳簿価額)

土地 4,744百万円 (　 〃 　) 4,089百万円 (　 〃 　)

合計 7,061百万円 (　 〃 　) 6,335百万円 (　 〃 　)

前事業年度(平成23年３月31日)

上記は、借入金7,836百万円(一年内返済予定の長期借入金2,559百万円、長期借入金5,277百万円）の担

保に供しております。

なお、上記担保に供している資産のうち、土地238百万円については、連結子会社の借入金（当期末残高

66百万円）に対して担保提供しております。　
　

当事業年度(平成24年３月31日)

上記は、借入金5,277百万円(一年内返済予定の長期借入金5,277百万円）の担保に供しております。

なお、上記担保に供している資産のうち、土地238百万円については、連結子会社の借入金（当期末残高

59百万円）に対して担保提供しております。　
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※２　有形固定資産の減価償却累計額　

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。　

　
※３　関係会社に係る注記　

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

未収入金 211百万円 199百万円

設備関係支払手形 ― 179百万円

　

  ４　偶発債務　

銀行取引等に対して保証を行っております。　

関係会社　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

大和工機㈱ 100百万円 77百万円

大和交通㈱　(注) 134百万円 ―

大和自動車㈱ ― 50百万円

大和交通保谷㈱ ― 50百万円

日本自動車メーター㈱ 131百万円 301百万円

大和物産㈱ ― 19百万円

合計 366百万円 497百万円

　(注)大和交通株式会社は平成23年５月31日付で大和タクシー株式会社と合併し、消滅しております。なお、

大和タクシー株式会社は同日付にて、大和自動車王子株式会社に商号変更しております。

　
※５　期末日満期手形の処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

受取手形 ― 4百万円

　

EDINET提出書類

大和自動車交通株式会社(E04159)

有価証券報告書

 86/105



　

※６　財務制限条項　

前事業年度(平成23年３月31日)

当社は、シンジケートローン契約(契約日平成21年９月25日)を締結しており、この契約には次の財務

制限条項が付されています。　

①連結財務諸表提出会社は、有利子負債 (リース債務は含まない。) 残高を平成22年3月期11,200百万

円、平成23年3月期10,600百万円、平成24年3月期9,900百万円 (但し、担保不動産を売却した場合は、

一定の条件に従い算出された金額を前述されている有利子負債上限額より控除した額) 以上としな

いこと。

　なお、担保不動産売却により控除後の有利子負債残高は、平成23年3月期8,654百万円、平成24年3月期

7,954百万円であります。　

②平成23年3月期以降、財務諸表提出会社の償却前経常利益がマイナスとならないこと。
　

当事業年度(平成24年３月31日)

当社は、シンジケートローン契約(契約日平成21年９月25日)を締結しており、この契約には次の財務

制限条項が付されています。

①連結財務諸表提出会社は、有利子負債 (リース債務は含まない。) 残高を平成22年3月期11,200百万

円、平成23年3月期10,600百万円、平成24年3月期9,900百万円 (但し、担保不動産を売却した場合は、

一定の条件に従い算出された金額を前述されている有利子負債上限額より控除した額) 以上としな

いこと。

　なお、担保不動産売却により控除後の有利子負債残高は、平成24年3月期5,925百万円であります。　

②平成23年3月期以降、財務諸表提出会社の償却前経常利益がマイナスとならないこと。
　

(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

給料手当 147百万円 145百万円

賞与引当金繰入額 1百万円 3百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円 83百万円

退職給付費用 16百万円 6百万円

減価償却費 49百万円 54百万円

諸手数料 85百万円 90百万円

保険料 65百万円 50百万円

租税公課 -百万円 36百万円

施設賦課税 44百万円 34百万円

貸倒引当金繰入額 52百万円 △223百万円

雑費 59百万円 12百万円

販売費に属する費用の
おおよその割合

60％ 35％

一般管理費に属する
費用のおおよその割合

40％ 65％

　

※２　関係会社に対する事項　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

受取利息 ― 26百万円

受取配当金 29百万円 39百万円
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※３　固定資産売却益の内容は次の通りであります。　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

土地 64百万円 1,743百万円

　
※４　固定資産除却損の内容は次の通りであります。　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

車両運搬具 3百万円 0百万円

建物 51百万円 0百万円

建物附帯設備 1百万円 0百万円

機械器具 8百万円 0百万円

什器備品 2百万円 0百万円

解体費等 ― 23百万円

その他 12百万円 0百万円

計 81百万円 25百万円

　
※５  減損損失　

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。　

用　途 種　類 場　所
減損損失
（百万円）

遊休資産
（タクシー営業所）

土地 東京都西東京市 64

賃貸ビル 土地 東京都中央区 364

合計 429

当社は、管理会計上の区分を基準に概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位について資

産のグルーピングを行っており、遊休資産等については個々にグルーピングしております。

　上記のうち、遊休資産については、将来における具体的な使用計画がないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。回収可能価額については、不動産鑑定評価を基礎とした正味売却価額により測定

しております。

　賃貸ビルについては、市場価格が下落した資産について減損の兆候を認識し、帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。回収可能価額については、使用価値により測定し将来キャッシュ・フローを６％

で割り引いて算定しております。　

　
当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。　

用　途 種　類 場　所
減損損失
（百万円）

賃貸ビル 土地・建物 東京都中央区 71

合計 71

当社は、管理会計上の区分を基準に概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位にて資産の

グルーピングを行っており、遊休資産等については個々にグルーピングしております。

　賃貸ビルについては、収益性が低下した資産について減損の兆候を認識し、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。回収可能価額については、不動産鑑定評価を基礎とした正味売却価額により測定し

ております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 527,329 854 ― 528,183
　

　　（変動事由の概要）

　　　増減数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　 　 　854株

　
当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 528,183 1,022 ― 529,205
　

　　（変動事由の概要）

　　　増減数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　 　　 1,022株

　
(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引（借主側）　

所有権移転外ファイナンス・リース

(契約リース料１件当り20万円未満は除く)　

①　リース資産の内容　

有形固定資産　

旅客自動車運送事業における車両運搬具と、水周り機器、駐車場設備であります。　

②　リース資産の減価償却の方法　

重要な会計方針「３　重要な減価償却資産の減価償却の方法(3)リース資産」に記載のとおりでありま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりです。　

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額　

前事業年度(平成23年３月31日)

　 車両運搬具 什器備品 合計

取得価額相当額 1,469百万円 178百万円 1,647百万円

減価償却累計額相当額 1,092百万円 152百万円 1,244百万円

期末残高相当額 377百万円 26百万円 403百万円

　
当事業年度(平成24年３月31日)

　 車両運搬具 什器備品 合計

取得価額相当額 932百万円 70百万円 1,003百万円

減価償却累計額相当額 750百万円 63百万円 813百万円

期末残高相当額 181百万円 7百万円 189百万円
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(2)　未経過リース料期末残高相当額　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年内 243百万円 125百万円

１年超 223百万円 78百万円

合計 467百万円 203百万円

　
(3)　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 416百万円 235百万円

減価償却費相当額 311百万円 205百万円

支払利息相当額 16百万円 8百万円

　
(4)　減価償却費相当額の算定方法　

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。　

　
(5)　利息相当額の算定方法　

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。　

　
２　オペレーティング・リース取引　

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年内 30百万円 18百万円

１年超 31百万円 13百万円

合計 62百万円 31百万円

　
(有価証券関係)

前事業年度(平成23年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式799百万円、関連会社株式0百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる事から、記載しておりません。

当事業年度(平成24年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式800百万円、関連会社株式25百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる事から、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

　未払事業税 -百万円 49百万円

退職給付引当金 203百万円 221百万円

役員退職慰労引当金 23百万円 51百万円

賞与引当金 5百万円 14百万円

ゴルフ会員権 43百万円 40百万円

貸倒引当金 138百万円 42百万円

資産除去債務 44百万円 40百万円

固定資産減損損失 200百万円 193百万円

その他 70百万円 109百万円

繰延税金資産小計 730百万円 762百万円

評価性引当額 597百万円 517百万円

繰延税金資産合計 133百万円 245百万円

(繰延税金負債) 　 　

その他有価証券評価差額 1百万円 -百万円

資産除去債務 18百万円 16百万円

固定資産圧縮記帳 296百万円 476百万円

繰延税金負債合計 315百万円 492百万円

繰延税金負債純額 182百万円 247百万円

　
（注）繰延税金資産及び負債の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 53百万円 108百万円

固定負債－繰延税金負債 235百万円 356百万円

　

２　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。また、当事業年度は、法定

実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担額との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。
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３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４月１

日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.69％から、回収又は支払が見込

まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.01％、平成27年４月１日以降のもの

については35.64％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金負債の純額が49百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が49百万円減

少しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

当社は、旅客自動車運送事業地について法令及び要求される土壌汚染の除却に関し資産除去債務

を計上しております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

旅客自動車運送事業については、法令及び条例により要求されるため、主要建物の使用見込み期間

を40年から50年、割引率は2.28％を採用しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 190百万円 112百万円

時の経過による調整額 2  〃 1  〃

資産除去債務の履行による減少 △80  〃 -  〃

期末残高 112百万円 113百万円

(注)  前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用し

たことによる残高であります。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 290.33円 415.25円

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

△56.02円 128.27円

(注) １．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

　当期純利益金額又は当期純損失金額（△）(百万円) △558 1,279

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益金額又は
　当期純損失金額（△）(百万円)

△558 1,279

　普通株式の期中平均株式数(株) 9,972,210 9,971,575

　
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 2,895 4,140

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 　 　

(うち新株予約権) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 2,895 4,140

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

9,971,817 9,970,795

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

第一生命保険㈱ 334 38

㈱自動車会館 57,535 28

㈱T&Dホールディングス 27,900 26

全日本空輸㈱ 51,597 12

㈱資生堂 3,456 4

㈱カナデン 8,000 4

明治ホールディングス㈱ 831 3

新和内航海運㈱ 5,261 2

三井化学㈱ 9,218 2

マイ・テレビ㈱ 7,500 1

その他６銘柄 - 2

計 188,311 127

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券
(証券投資信託の受益証券)
アクティブ日本

440 1

計 440 1
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【有形固定資産等明細表】

区分
資産の
種類

当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

当期償却額
差引当期末
残高

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

有形固定
資産

建物 3,881 386 103 4,164 1,379
105
(16)

2,785

建物附帯設
備

1,866 159 38 1,986 1,503
84
(6)

483

構築物 857 3 46 814 571 38 243

機械器具 205 4 5 204 196 51 8

車両運搬具 122 0 8 114 86 13 28

什器備品 178 17 5 190 144 12 46

土地 5,291 388
703
(48)

4,976 - - 4,976

リース
資産

373 282 - 655 163 63 491

建設仮勘定 2 118 2 118 - - 118

計 12,7791,362
914
(48)

13,2274,045
368
(22)

9,182

無形固定
資産

電話加入権 - - - 12 0 - 12

通信施設利
用権

- - - 19 16 0 3

ソフト
ウェア

- - - 46 36 9 10

その他 - - - 2 2 - 0

計 - - - 82 56 10 26

（注）１.「当期減少額」及び「当期償却額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２.「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

３.当期増減額のうち主なものは次のとおりです。

建物
増加額
(百万円)

木村ビル 16テラス府中 158
飯田橋デルタビ
ル

196

建物付帯設備
増加額
(百万円)

テラス府中 52
飯田橋デルタビ
ル

84　 　

土地

増加額
(百万円)

テラス猿江 48木村ビル 174
飯田橋デルタビ
ル

145

減少額
(百万円)

小金井 654　 　 　 　

リース資産
増加額
(百万円)

車両 161電子決済機器 105　 　

４.無形固定資産については、資産の総額の1％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少

　 額」欄の記載を省略しております。
　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 441 21 4 244 214

賞与引当金 12 37 12 - 37

役員退職慰労引当金 60 83 1 - 142

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額３百万円、債権回収による取崩額240百万円でありま

す。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(a) 流動資産

イ　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 17

預金の種類

当座預金 1,114

普通預金 258

定期預金 15

納税準備預金 0

配当基金 0

小計 1,388

合計 1,405

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

大和物産㈱ 45

合計 45

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年４月満期 4

　 〃 　５月 〃 7

　 〃 　６月 〃 6

　 〃 　７月 〃 6

　 〃 　８月 〃 6

　 〃 　９月 〃 6

　 〃 　10月 〃 6

合計 45
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ハ　売掛金

(イ)内訳
　

区分 金額(百万円) 摘要

ハイヤー乗車料金 338三井不動産㈱　27　㈱集英社 16

　 　 住友商事㈱ 14　第一生命保険㈱8

　 　 コスモ石油㈱ 7

タクシー乗車料金 407日本航空㈱ 31　東日本旅客鉄道㈱ 18

　 　 ㈱ジェーシービー 17　三井住友カード㈱ 14

　 　 ㈱集英社 12

不動産賃貸料他 10大和自動車王子㈱ 4

合計 756　

　
(ロ)発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

674 7,269 7,187 756 90.48 36.01

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。
　

ニ　貯蔵品
　

品名 金額(百万円) 摘要

ガソリン 2 　

LPガス 2 　

オイル 0 　

その他 10被服他

合計 16　
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(b) 固定資産

イ　関係会社株式

　 銘柄 金額(百万円)

子会社株式 大和物産㈱ 531

　 日本自動車メーター㈱ 143

　 ㈱大和自動車教習所 44

　 大和工機㈱ 40

　 ㈱スリーデイ 30

　 大和交通保谷㈱ 10

　 大和自動車㈱ 0

　 大和自動車王子㈱ 0

　 小計 800

関連会社株式 ㈱東京四社営業委員会 25

　 小計 25

合計 825

　

ロ　関係会社長期貸付金

　 会社名 金額(百万円)

長期貸付金 大和自動車㈱ 368

　 大和自動車王子㈱ 37

合計 406

　
(c) 流動負債

イ　買掛金

区分 金額(百万円) 摘要

燃料・油脂代 33大和物産㈱ 33
　

その他 154資材他 　
　

合計 188　

　

ロ　1年内返済予定の長期借入金

借入先 金額(百万円) 摘要

㈱三井住友銀行 1,959　

㈱みずほ銀行 1,761　

㈱三菱ＵＦＪ信託銀行 703　

㈱商工組合中央金庫 384　

その他３社 467　

合計 5,277　
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ハ　未払法人税等

区分 金額(百万円)

法人税 457

住民税 96

事業税 131

合計 686

　

ニ　設備関係支払手形

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

(株)スリーディ 179

合計 179

　

期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年４月満期 179

合計 179

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

単元株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 東京都江東区東砂７丁目10番１１号 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都江東区東砂７丁目10番１１号 三菱UFJ信託銀行株式会社

　　特別口座の口座管理機関

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告
公告掲載アドレス　http://www.daiwaj.com/
（ただし、電子公告によることが出来ない事故その他やむを得ない事由が生じた
場合には、日本経済新聞に公告いたします。）

 
株主に対する特典

毎年３月31日現在の株主名簿に記載された１単元(1,000株)以上保有の株主を対

象に下記の優待品を贈呈いたします。

[記]

1,000株から4,999株までクオカード2,000円分

5,000株以上 クオカード3,000円分

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の

権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

　
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(1) 有価証券報告書及びその添付書類、確認書

事業年度　第104期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)平成23年６月29日関東財務局長に提出

　
(2) 内部統制報告書

事業年度　第104期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)平成23年６月29日関東財務局長に提出

　
(3) 四半期報告書及び確認書

第105期第１四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月11日関東財務局長に提

出

第105期第２四半期（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月11日関東財務局長に提

出

第105期第３四半期（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月13日関東財務局長に提

出

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規

定に基づく臨時報告書

平成23年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（固定資産の譲渡）の規定に基づく臨時報告書

平成23年９月30日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成２４年６月２２日
　

大和自動車交通株式会社
　取締役会　　御　中
　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
　 公認会計士　　橋　爪　輝　義　　㊞

業 務 執 行 社 員
　

指定有限責任社員
　 公認会計士　　中　原　義　勝　　㊞

業 務 執 行 社 員
　
　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大和自動車交通株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動

計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及

び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、大和自動車交通株式会社及び連結子会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大和自動車交通

株式会社の平成２４年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、大和自動車交通株式会社が平成２４年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)
が別途保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２４年６月２２日

　

大和自動車交通株式会社

　取締役会　　御　中

　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
　 公認会計士　　橋　爪　輝　義　　㊞

業 務 執 行 社 員
　

指定有限責任社員
　 公認会計士　　中　原　義　勝　　㊞

業 務 執 行 社 員

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大和自動車交通株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第１０５

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の

注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大和自動車交通株式会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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